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Ⅰ．はじめに 

１．趣旨 

 木津川市では、まちづくりの基本的な施策の方針をまとめた第１次木津川市

総合計画後期基本計画を平成２６年３月に策定し、基本理念である「水・緑・

歴史が薫る文化創造都市」の実現に向けて７つの基本方針を示しています。 

 教育委員会が所管する事務事業については、基本方針の第１番目に「個性を

活かした魅力ある地域文化の創造」として、歴史・文化の保全活用と歴史・文

化・伝統を背景とした地域文化創造活動の促進を掲げ、市民共有の財産である

文化財や豊かな景観を保全・育成・活用し、未来に継承することを施策の主要

目標としています。 

 基本方針の第４番目には「豊かな心を育む教育・文化の創造」として、子ど

もを安心して産み健やかに育てられる環境づくり、一人ひとりの子どもの可能

性を伸ばす教育の充実と地域連携及び生涯にわたる学習機会の充実の３項目を

掲げており、学研都市を中心に児童生徒が急増する一方で少子化が進む地域を

抱えるなか教育施設環境が各学校間で格差のないよう、教育環境を確保しつつ

木津川市の特長を教育に活かすことを目指すとともに市民の豊かな個性を伸ば

し、学びや生きがいが実感できる生涯学習の充実や生涯スポーツの充実を図る

ことを主要目標としています。 

 学校教育においては、「木津川市教育振興基本計画」を平成２６年３月に策定

し、「生きる力をはぐくみ、新しい時代を拓く“きづがわっ子”を目指して」を基

本理念とし、「子どもの力を伸ばし、未来に向かって生きる力をはぐくむ」、「一

人一人が輝き、社会の一員としての基盤をはぐくむ」、「木津川市の力を結集し、

みんなで守りはぐくむ」ことを目標としています。 

 社会教育においては、「木津川市生涯学習推進計画」を平成２６年３月に策定

し、基本的人権の尊重を基盤として心豊かでうるおいのある社会の実現のため、

社会の様々な教育機能を有機的に関連付け、人生の各時期に応じた多様な学習

機会の提供や自発的な学習活動の支援など市民が生涯にわたって学び続けるこ

とのできる学習環境の総合的な整備・充実を促進し、地域の特性を生かした生

涯学習の振興に努めています。さらに、同和問題など様々な人権問題について

の学習活動の推進を図り、住民が相互にかかわる中であらゆる差別を許さない

社会の実現を目指しています。そのために学校や他の行政機関・関係団体及び

地域住民との連携を密にし、相互の連携を強めながらＮＰＯなど民間における

取組も視野に入れた教育活動の企画・推進を図っています。 

 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定により、教育委員会は
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毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を行い

その結果に関する報告書を作成して議会に提出するとともに公表することと定

められています。 

 

木津川市教育委員会では、市の総合計画に掲げられたまちづくりの基本方針

の実現を図るとともに効率的な教育行政の推進に資するため、教育委員会が所

管する事務事業を点検し評価を行いました。 

 

２．点検評価の対象及び方法 

 点検評価は、教育委員会が平成２９年度に実施した事務事業のうち、主要な

事業を対象とし、自己点検し評価を行いました。 

 なお、本報告書の作成にあたっては、有識者として中下和男氏から助言をい

ただきました。 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 <抜粋> 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事

務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含

む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作

成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとする。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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Ⅱ．教育委員会の活動状況 （平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 

 

１．教育委員について 

 市教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した教育長、４人の委員で構成

されています。 

 

平成２９年度 木津川市教育委員会教育長及び委員 

役  職  名 氏   名 備       考 

教 育 長 森永  重治  

教 育 長 職 務 代 理 者 有賀 やよい  

委 員 小松  信夫  

委 員 高橋  史代  

委 員 佐脇  貞憲  

 

２．教育委員会の開催状況 

平成２９年度教育委員会会議開催状況一覧 

No. 件  名 開  催  日 

１ 第 ４回定例会 平成２９年 ４月２６日 

２ 第 ２回臨時会 平成２９年 ５月２９日 

３ 第 ５回定例会 平成２９年 ５月２９日 

４ 第 ３回臨時会 平成２９年 ６月２６日 

５ 第 ６回定例会 平成２９年 ６月３０日 

６ 第 ７回定例会 平成２９年 ７月３１日 

７ 第 ８回定例会 平成２９年 ８月３０日 

８ 第 ９回定例会 平成２９年 ９月２９日 

９ 第１０回定例会 平成２９年１０月２３日 

１０ 第１１回定例会 平成２９年１１月２７日 

１１ 第１２回定例会 平成２９年１２月２７日 

１２ 第 １回定例会 平成３０年 １月３０日 

１３ 第 ２回定例会 平成３０年 ２月２０日 

１４ 第 １回臨時会 平成３０年 ２月２８日 

１５ 第 ３回定例会 平成３０年 ３月２８日 

１６ 第 ２回臨時会 平成３０年 ３月２８日 
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【第４回定例会 平成２９年４月２６日】 

○議事 

議案第１２号 木津川市立幼稚園条例施行規則の一部改正について 

議案第１３号 木津川市特定教育・保育施設に係る教育標準時間認定における 

利用者負担額に関する規則の一部改正について  

○その他 

（１）平成２９年第１回木津川市議会定例会の会派代表質問、一般質問及び答弁 

について 

（２）平成２８年度木津川市指定文化財の指定について 

歴史資料 「鹿背山焼陶磁器資料」 

（３）大坂城残念石保存を求める要望書について 

（４）教科用図書採択について 

 

【第２回臨時会 平成２９年５月２９日】 

○議事 

 議案第１４号 教職員の人事について 

 議案第１５号 教職員の人事について 

 

【第５回定例会 平成２９年５月２９日】 

○議 事 

議案第１６号 木津川市立学校評議員の委嘱について 

議案第１７号 木津川市立幼稚園評議員の委嘱について 

議案第１８号 木津川市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

議案第１９号 木津川市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部改正 

        について 

議案第２０号 木津川市内私立幼稚園保護者負担軽減補助金交付要綱の一部 

改正について 

議案第２１号 木津川市第３子以降就園支援補助金交付要綱の一部改正につ 

いて 

議案第２２号 木津川市特定教育・保育施設における第３子以降利用者負担額 

の免除に関する規則の制定について 

議案第２３号 平成２９年度木津川市一般会計補正予算第１号について 

議案第２４号 中央体育館屋根等改修工事請負契約の締結について 

○その他 

（１）教職員の時間外勤務の縮減について 
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【第３回臨時会 平成２９年６月２６日】 

○議 事 

議案第２５号 情報公開条例に基づく公文書の開示及び不開示について 

 

【第６回定例会 平成２９年６月３０日】 

○議 事 

議案第２６号 木津川市立小学校及び中学校ハラスメントの防止に関する要綱 

の一部改正について 

議案第２７号 木津川市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の 

服務に関する規程の一部改正について 

○その他 

（１）山城地方中学校体育大会 陸上競技の部等の結果について 

 

【第７回定例会 平成２９年７月３１日】 

○議 事 

議案第２８号 高麗寺跡史跡整備委員会委員の委嘱について 

報告第 1号 木津川市育英資金の交付状況について 

○その他 

（１）平成２９年第２回木津川市議会定例会一般質問及び答弁について 

（２）学校給食センター運営委員会報告について 

（３）預かり保育に関するアンケート集計結果について 

 

【第８回定例会 平成２９年８月３０日】 

○議 事 

議案第２９号 平成２９年度木津川市一般会計補正予算第２号について 

議案第３０号 平成３０年度以降使用小学校「特別の教科 道徳」教科用図書の 

採択について 

○その他 

（１）平成２９年度幼稚園・小学校運動会、中学校体育大会教育委員等出席者名 

簿（案）について 

（２）木津川市立小中学校及び幼稚園空調設備整備ＰＦＩ導入可能性調査につい 

    て 

（３）木津川市立中学校 全国大会（中体連主催公式大会）出場履歴について 
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【第９回定例会 平成２９年９月２９日】 

○議 事 

な し 

○その他 

（１）いじめ調査の結果について 

（２）全国学力・学習状況調査の結果について 

（３）近隣公立幼稚園の預かり保育の状況報告について 

（４）幼稚園給食について 

（５）社会教育施設の今後の在り方について 

（６）コミュニティ・スクールについて 

（７）平成２９年度近畿中学校総合体育大会の結果について 

 

【第１０回定例会 平成２９年１０月２３日】 

○議 事 

議案第３１号 木津川市加茂プラネタリウム館の在り方について 

○その他 

（１）社会教育施設の今後のあり方について 

（２）平成２９年第３回木津川市議会定例会の一般質問及び答弁について 

（３）幼稚園の給食について 

 

【第１１回定例会 平成２９年１１月２７日】 

○議 事 

議案第３２号 平成２９年度木津川市一般会計補正予算第５号について 

○その他 

（１）学校給食について 

（２）新学校給食センターについて 

（３）木津川市立小中学校及び幼稚園空調設備整備について 

（４）スクールミーティングについて 

（５）暫定登録文化財について 

 

【第１２回定例会 平成２９年１２月２７日】 

○議 案 

議案第３３号 木津川市鹿背山城跡発掘調査委員会委員の委嘱について 

議案第３４号 木津川市文化財補助金交付要綱の一部改正について 

議案第３５号 公立幼稚園の預かり保育の実施について 

○その他 
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（１）木津川市文化財補助金交付要綱の一部改正について 

（２）京都府教育委員会学校訪問 スクールミーティングについて 

（３）幼稚園への学校給食の提供について 

 

【第１回定例会 平成３０年１月３０日】 

○議 案 

議案第１号 木津川市加茂プラネタリウム館条例施行規則の廃止について 

議案第２号 木津川市青少年育成施設条例施行規則の一部改正について 

議案第３号 京都府加茂青少年山の家管理規程の廃止について 

議案第４号 木津川市文化財補助金交付要綱の一部改正について 

議案第５号 木津川市教育委員会の所管する事務の管理及び執行の状況の 

点検・評価に関する報告書（平成２８年度実施事業）について 

○その他 

（１）平成２９年第４回木津川市議会定例会一般質問及び答弁について 

（２）いじめ調査概要の報告について 

（３）社会教育施設の利用検討について 

（４）平成２９年度幼稚園：卒園式、小・中学校：卒業式 教育委員等出席者（案） 

について 

（５）預かり保育の実施について 

 

【第２回定例会 平成３０年２月２０日】 

○議 事 

議案第６号 木津川市就学援助費支給要綱の一部改正について 

議案第７号 木津川市特定教育・保育施設に係る教育標準時間認定における 

利用者負担額に関する規則の一部改正に係る臨時代理について 

議案第８号 木津川市立幼稚園預かり保育事業実施要綱の制定について 

議案第９号 平成３０年度木津川市一般会計予算について 

議案第１０号 平成２９年度木津川市一般会計補正予算第７号について 

○その他 

（１）平成３０年度学校教育の重点について 

（２）平成３０年度社会教育の重点について 

（３）平成２９年度幼稚園：卒園式、小・中学校：卒業式 教育委員等出席者につ 

いて 

（４）平成２９年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式 教育委員等出席者（案） 

について 

（５）（仮称）新学校給食センターの進捗状況について 

（６）小中学校及び幼稚園空調設備整備ＰＦＩ事業進捗状況について 
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【第１回臨時会 平成３０年２月２８日】 

○議 事 

議案第１１号 平成３０年度木津川市小・中学校管理職人事について 

 

【第３回定例会 平成３０年３月２８日】 

○議 事 

議案第１２号 木津川市図書館協議会委員の任命について 

議案第１３号 木津川市スポーツ推進委員の委嘱について 

議案第１４号 木津川市教育委員会後援名義等使用承認取扱規程の一部改正 

について 

○その他 

（１）平成３０年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式 教育委員等出席者について 

 

【第２回臨時会 平成３０年３月２８日】 

○議 事 

議案第１５号 平成３０年度木津川市小・中学校管理職人事について 

 

 

３．教育委員会の活動状況 

 平成２９年度 研修等参加状況 

開催日 件  名 開催場所 

平成２９年 

５月１７日 

山城地方教育委員会連絡協議会理事会、

定期総会及び教育長部会・委員長部会合同

研修会 

城陽市南部 

コミュニティセンター 

５月２６日 
京都府市町村教育委員会連合会 

定期総会・研修会 

京都府 

総合教育センター 

７月 ７日 
相楽地方教育委員会連絡協議会 

教育委員・教育長合同研修会 
中央図書館 

１０月２４日 近畿市町村教育委員会研修大会 
紀の川市 

粉河ふるさとセンター 

１１月 ２日 京都府内市町（組合）教育委員会研修会 ルビノ京都堀川 

平成３０年 

２月 ５日 

山城地方教育委員会連絡協議会 

教育長・教育委員研修会 

京都府立 

清明高等学校 

２月 ８日 
相楽地方教育委員会連絡協議会 

教育長・教育長職務代理者合同会議 
中央図書館 



９ 

Ⅲ．教育委員会の所管する事務事業の管理・執行の状況 

 （事務事業評価調査票） 



１０ 

 



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。教育委員会の審議の活性化とチェック機能の強化を図るた
め、各委員の研修を充実する。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

1,064

-    

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２９

1,064

定例会１２回および臨時会３回の教育委員会を開催し、教育委員会関連例規の改正
および各種委員の委嘱等について審議を行った。
主な支出は、教育委員報酬（920,000円）である。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ３０（見込）前年比
延べ教育委員
研修参加回数

回 9 7 -22% 7

決算額の主な
内 訳

法律外実施義務

-    7

補助・委託先

市独自上乗せ

事 業

市の例規

法律の
根 拠

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

学校教育の充実

(2)

教育委員会費1

目 的 人
対象者
概 数

教育委員と事務局職員が共通の認識を持ち、円滑な教育行政
の推進を図る。

1

平 成
教育委員会運営事業費

1

①

教育総務係
教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

主な取組

施策目標

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

29

係
項

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

予算コード

課

会 計

事

業

の

概

要

事業区分

1945

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 教育委員、教育委員会事務局

実施結果
教育委員の研修への参加回数７回〔市独自研修（近畿市町村教育委員研修大会を市
独自研修と位置付け参加）、他６回〕

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

11



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 事務局庶務事業費

予算科目
予算コード 1965 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 教育総務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 教育行政の推進

事 業

要 件 教育委員会事務局
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

　教育委員会事務局の庶務的経費や教育費全般にかかる経費である。協議会等負担金として
385,900円などを支出した。
　棚倉小学校竣工式のため、案内状などの消耗品費として22,047円、案内状返信はがき4,420
円、記念冊子作成59,940円、記念植樹委託料として41,040円を支出した。
また、教育要覧の印刷に159,840円を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,153 1,153

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
教育要覧発行
部数

部 150 150 -    150 -    150 -    

実施結果 教育要覧150部を発行した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、教
育委員会組織運営及び市長部局が開催する総合教育会議の調整を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

12



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 カウンセリングルーム設置事業費

予算科目
予算コード 1969 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
心身ともに健全な児童生徒の育成のために臨床心理士が相談
活動を実施する。

事 業

要 件 当市の小中学校の児童生徒、その家族並びに教職員等
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立図書館において、当市の小中学校に在学する児童生徒およびその家族並びに勤務してい
る教職員、その他特に必要と認められる者を対象に、心身ともに健全な児童生徒を育成するな
どの目的のため、臨床心理士による相談活動を行っている。これにかかるカウンセラー報償費
（3,060,000円）、電話代（33,309円）を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,094 3,094

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開催日数 日 51 93 +82% 90 -3% 90 -    

相談件数 件 420 522 +24% 705 +35% 500 -29% 

実施結果 ９０回開催（保護者361人、児童生徒208人、教職員40人　計609人）（電話相談96件)

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 引き続き事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

13



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 心の教育相談員設置事業費

予算科目
予算コード 1973 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒等の様々な相談に応じ、生徒の心身の健全育成を目指す。

事 業

要 件 生徒・教職員
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

木津第二中学校、木津南中学校、山城中学校に心の相談員を１人ずつ計３人を配置
した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,346 1,346

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開催日数 日 381 294 -23% 410 +39% 400 -2% 

相談件数 件 1,430 1,436 -    1,538 +7% 1,500 -2% 

実施結果 心の相談員数3人、相談件数1,538件　生徒の心身の健全育成

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 事業継続し生徒の心身の健全育成を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

14



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学校図書館情報化・活性化推進事業費

予算科目
予算コード 1977 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
図書システムを利用することで貸出・返却事務等を利便化し、児
童生徒の図書利用を促進する。

事 業

要 件 学校図書システム
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立小中学校のすべてに導入した図書館業務システム賃借料　5,658,984円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

5,816 5,816

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

実施学校数 校 18 18 -    18 -    18 -    

利用者数 人 7,500 7,600 +1% 7,700 +1% 7,700 -    

実施結果
導入している図書システムを継続して使用することで、児童生徒が図書館の利用に慣
れ、本に親しむきっかけを作ることができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
引き続き実施するが、児童数の増加による貸出業務の増加への対応を検討
する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

15



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 育英資金交付事業費

予算科目
予算コード 1989 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
高等学校等の在学中、最も学用品費等がかさむと思われる新入学生
に対し、資金を交付することで保護者等の負担軽減を図る。

事 業

要 件 高等学校等の新入学生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 高校生等の保護者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

育英資金交付金　30,000円×74名分

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,220 2,220

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
育英資金申請
件数

件 163 144 -12% 76 -47% 90 +18% 

交付決定率（交付
者数/申請者数） ｐｔ 96 97 1 74 -23 90 16

実施結果
平成２９年度より支給対象を高等学校等の新入学生に限り支給を行い、援助を必要と
する保護者等の負担軽減を図ることができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
寄付者の意思に基づき、事業を継続する。広報等を通じて寄付への協力依頼
を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

16



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 適応指導教室事業費

予算科目
予算コード 2001 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校に行きたくても行けない児童生徒を対象に不登校対策を
行っている

事 業

要 件 不登校児童生徒
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校に行きたくても行けない児童生徒を対象に、不登校対策としての適応指導教室を設置している。
主な支出の内容は、臨時職員雇用経費（10,233,406円）や、カウンセラー等謝礼（1,660,000円）、教育用消
耗品費（189,916円）、相談活動等にかかる出張旅費（29,210円）、電話代（88,512円）などである。
平成２９年度も、文部科学省・京都府教育委員会委託事業「フリースクール等で学ぶ不登校児童生徒への
支援モデル事業」を受け、カウンセラーの配置日数の拡大と、別室指導援助を行った。
また、心理的な見地から学校にスーパーバイザーとして指導助言を行う臨床心理士１人を新たに配置し
た。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

12,219 5,379 6,840

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開催日数 日 189 189 -    191 +1% 191 -    

延べ利用件数 件 1,068 625 -41% 600 -4% 1,037 +73% 

実施結果
適応指導教室指導員とスクールカウンセラー等の関係機関との情報交流が進み、対象となる児
童生徒への適切な対処を行うことができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

新たに臨床心理士を増員し、相談体制の
充実を図った。

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
引き続き事業を継続する。指導主事とカウンセラーが学校訪問し、別室指導
援助を行う。また、通室困難な児童生徒への訪宅支援を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

17



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 就学時健康診断事業費

予算科目
予算コード 2005 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
入学予定者に対し、健康診断を行うことで、心身の状況を把握し、治療の勧告
及び保健上必要な助言を行い、義務教育の円滑な実施に資するために行う。

事 業

要 件 木津川市小学校入学予定者

対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

平成30年度小学校入学予定児童860人を対象に、内科、歯科、聴力および視力の健診を行っ
た。
小学校校医および歯科医に対する学校医報酬（1,855,400円）が主な支出内容である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,026 2,026

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
年長児及び転入
予定児数（10月1
日現在）

人 812 860 +6% 879 +2% 912 +4% 

就学時健診受
診者数

人 805 851 +6% 860 +1% 912 +6% 

実施結果 860名の受診があった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。平成30年度においては、前年度の実績を生かし、より事業
がスムーズに進むことに努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 安全対策事業費

予算科目
予算コード 2017 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ②

子どもの安心・安全を確保する
ための防犯体制の強化

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
防犯対策や交通安全に対する様々な事業を行い、児童生徒の
安心と安全を確保する。

事 業

要 件 小中学生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 遠距離通学児童の保護者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

防犯対策として各小学校に、インターホン、防犯カメラ、赤外線センサーによる機械警備等機器
リース料(5,962,816円）、新入小学校児童に防犯ブザー(351,846円),中学校新入生徒で自転車
通学者にヘルメット購入補助(496,100円)、通学路への安全看板設置等(493,886円)，歩道が設
置されていない箇所にグリーンカラー線の設置(1,919,160円),遠距離通学児の通学費補助
(265,206円）（対象16人)

活 動 実 績

そ の他
（歳入）

一般財源

10,484 800 9,684

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
機械警備配置
校・園数

校・園 16 16 -    16 -    16 -    

小中学生を狙った
犯罪の発生件数
（不審者情報）

件 16 19 +19% 12 -37% 12 -    

実施結果
各小学校でインターホン、防犯カメラ等による機会警備を実施した。新入学児童に防犯ブザー
を、新入学生徒のうち、自転車通学者へヘルメットの購入補助を実施した。その他、通学路の
安全を守るための事業や遠距離通学者へ通学費補助を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 児童生徒の安心安全のため、引き続き事業を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 語学指導助手招致事業費

予算科目
予算コード 2021 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
児童生徒が生きた英語に触れることにより英語力を高めたり、
国際理解を深めることを目的としている。

事 業

要 件 語学指導助手
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

語学指導助手の帰国費用（181,823円）、JET傷害保険負担金3名分（74,610円）、
自治体国際化協会等負担金3名分（422,525円）

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

911 911

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
語学指導助手
招致人数

人 3 3 -    3 -    3 -    

語学指導助手
授業数

授業 1,194 1,194 -    1,441 +21% 1,200 -17% 

実施結果
今後の教科化を見据え、児童生徒だけではなく、教える側の教師もネイティブな英語
に触れる機会を確保することができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
引き続き事業を継続するが、コストの軽減や事業内容については引き続き検
討する点もある。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学校教育事務事業費

予算科目
予算コード 2549 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
市立小学校体育連盟、人権教育研究会等への補助金交付、また、学
校司書、特別支援教育支援員、小学校英語指導教師等臨時職員によ
り学校教育の充実を図る

事 業

要 件 学校教育の充実を図る

対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 学校教育関係団体等

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校教育全般に係る経費。市立小中学校の学校図書館補助員(9人),英語指導講師
(4人),特別支援講師(13人）の雇用経費(46,870,291円).小学校体育連盟補助金
(1,600,000円)、人権教育研究会補助金(681,000円),全国学校歯科保健研究大会参加
負担金(6,000円),学校教育課に係る旅費(364,180円),消耗品費(104,708円),通信運搬費
(118,752円)など。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

50,561 60 50,501

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立小中学校の
児童・生徒数

人 7,519 7,618 +1% 7,762 +2% 7,756 -    

実施結果
消耗品費等事務費節約につとめた。
木津川市小学校体育連盟、人権教育研究会等への補助金の交付を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。引き続き学校教育の充実を図り、児童の学力向上及び体力
向上に取り組む。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学校保健事業費

予算科目
予算コード 2581 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童・生徒・教職員の健康管理

事 業

要 件 児童・生徒・教職員
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校医等報酬（28,216,000円）、教師・児童・生徒健康診断委託料（16,516,590円）
日本スポーツ振興センター災害共済負担金（7,346,895円）

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

52,293 52,293

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立小中学校児
童・生徒及び教
職員数

人 8,200 8,200 -    8,221 -    8,224 -    

学校健診受診
者数

人 7,900 8,100 +3% 8,179 +1% 8,200 -    

実施結果
児童生徒の健康を守るため、学校保健事業として、学校医等報酬、教師・児童・生徒
健康診断委託料、日本スポーツ振興センター災害共済負担金などを支出。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 学校保健法により今後も児童・生徒の健やかな成長を促す。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津川市特色のある学校づくり推進事業費

予算科目
予算コード 3337 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
各校の特性を生かした教育活動の一層の充実を図ることを目的
としている。

事 業

要 件 市立小中学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 市立小中学校

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業提案された中から、１０小中学校の研究事業を選定し、合計１，０００，０００円の
支援を行った。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,000 300 700

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

認定校数 校 12 12 -    10 -17% 10 -    

実施結果 予算内で支給された事業経費により各校で事業が実施された。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
引き続き事業を実施するが、新学習指導要領に基づく事業内容が盛り込める
ようにする。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 食育推進事業費

予算科目
予算コード 3458 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
様々な取組を通して、小中学生の食に関する興味関心を高め
る。

事 業

要 件 小中学生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

食育研修会講師謝礼20,000円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

20 20

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
研修会・研究
発表日数

日 10 9 -10% 5 -44% 5 -    

延べ研究会等
参加者

人 300 285 -5% 60 -79% 60 -    

実施結果
平成２８年度までは文部科学省の委託事業「スーパー食育スクール事業」として実施していたが、平成２９
年度については栄養教諭を中心に市独自の取り組みを研究した。給食に使用するふりかけのパッケージ
を考えさせることで食を楽しむと共に地産地消等について興味を持たせることができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 引き続き、事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 「ＫＹＯ発見　仕事・文化体験活動」推進事業費

予算科目
予算コード 3491 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③イ）
地域の特徴を活かした教育内容の
充実　イ）キャリア教育の推進

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
児童生徒が仕事・文化体験学習を行い、様々な経験を通して豊
かな心を育てることを目的としている。

事 業

要 件 各小中学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

職場体験や文化体験学習の実施に必要な経費　消耗品費605,183円　保険料209,585
円など

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

934 610 324

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
延べ事業活動
日数

日 65 89 +37% 116 +30% 57 -51% 

体験学習等実
施学級数

学級 49 52 +6% 54 +4% 52 -4% 

実施結果
全ての小中学校において、農作業等の仕事体験や実際の企業での職場体験、また地域の方々
の協力による茶道体験やリース作りなどを実施し、通常の授業では得られない体験をし、働くこ
との大変さや重要さを学ぶことができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 今後も継続して実施していく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 教育支援委員会事業費

予算科目
予算コード 3516 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
小中学校への進学について保護者と相談、及び専門家からの
意見聴取などを行い、適切な就学を支援する。

事 業

要 件 特別な教育的支援を必要とする幼児・児童
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

夏季交流学習会バス代（383,400円）、夏季交流学習会等の実施に関わる消耗品費
（76,936円）、教育支援委員会委員への費用弁償（51,300円）

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

586 586

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
対象人数（5歳
児）

人 828 844 +2% 889 +5% 832 -6% 

実施結果
特に次年度に新小学校１年生について、専門的な知見を基に保護者との相談を行い、適切な就学を支援
した。また、特別支援学級に在籍する児童を対象とした夏季交流会を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 継続して事業を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 ＩＣＴ教育推進事業費

予算科目
予算コード 3555 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 市立全小中学校のＩＣＴ機器整備

事 業

要 件 木津川市立小中学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

すべての中学校の普通教室にICT機器等を整備(2ケ年計画)17台導入、小学校のクラ
ス増加対応分として8台、計25台の機器とデジタル教科書を導入した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

39,785 39,785

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
ICT教育機器
整備台数

台 56 62 +11% 25 -60% 29 +16% 

実施結果

平成２５年度より電子黒板等ＩＣＴ機器やデジタル教科書の導入について、市内小学校の全ての教室にま
た中学校においては２クラスに１台整備を進めてきた。
平成２９年度は、小学校の増級分及び２か年計画で中学校の全クラスに整備するため、あわせて２５台整
備し、より分かりやすい授業、子どもたちの学習への興味や関心を高める授業を効果的に実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。
小中学校の増級分等に対応するため、整備を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 施設管理事業費

予算科目
予算コード 3561 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 教育総務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 教育施設全般の維持管理及び整備に関する事務

事 業

要 件 市内幼小中児童生徒
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

PFI導入可能性調査委託料（6,480,000円）
小中学校・幼稚園体育用具及び遊具保守点検業務委託料（540,000円）
小中学校・幼稚園消防用設備等点検業務委託料（718,200円）

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

10,566 2,300 8,266

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

実施結果
PFI導入可能性調査業務及び事業者選定委員会開催
小中学校・幼稚園体育用具及び遊具保守点検業務
小中学校・幼稚園消防設備保守点検業務

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 例年どおり、教育施設全般の維持管理及び整備に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 土曜日を活用した教育の在り方実践研究事業費

予算科目
予算コード 3569 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
土曜日を活用し、日頃では実施が難しい様々な事業を実施す
る。

事 業

要 件 研究指定校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

相楽台小学校にて、保護者や地域の方を招き府立南陽高校吹奏楽部の演奏の鑑賞
や書初め展などを実施した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

72 72

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
土曜日活用事業
の実施回数

回 3 3 -    3 -    3 -    

実施結果
相楽台小学校にて、保護者や地域の方を招き府立南陽高校吹奏楽部の演奏の鑑賞
や書初め展などを実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 平成３０年度も実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

29



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 いじめ防止等対策委員会事業費

予算科目
予算コード 3588 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (1)
子どもを安心して産み健やかに
育てられる環境づくり

施 策 19 児童虐待等の防止 主な取組 ① いじめ、児童虐待の防止

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 いじめ問題の解決のため、委員会を設置した。

事 業

要 件 小中学校児童生徒
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

いじめ防止等対策委員会委員報酬　114,000円　カウンセラー謝礼　240,000円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

363 363

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
委員会開催回
数

回 2 2 -    2 -    2 -    

実施結果
いじめ防止等のために委員会を設置し、定例会を二回開催した。重大事象等の発生
による臨時的な委員会の開催は無かった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 継続して事業を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 スクールカウンセラー設置事業費

予算科目
予算コード 3635 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
悩みを持つ児童生徒の不安を和らげ、充実した学校生活が送れ
るよう、臨床心理士を配置した。

事 業

要 件 小中学生及びその保護者、教職員
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

府からのスクールカウンセラー未配置の８小学校（木津、相楽、城山台、加茂、南加茂
台、恭仁、上狛、棚倉）に臨床心理士を配置した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,480 3,480

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開催日数 日 40 89 +123% 88 -1% 90 +2% 

相談件数 件 147 321 +118% 498 +55% 450 -10% 

実施結果
府費によるカウンセラー未配置の８小学校において、事業を実施した。平成２８年度か
ら４週に１回の割合の配置としていたが、平成２９年度も同じ割合で配置した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 引き続き事業を継続実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学力向上システム開発校事業費

予算科目
予算コード 3636 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
研究指定校に指定された学校が学校内において、学力向上の
ための事業に取り組む。

事 業

要 件 京都府研究指定校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

京都府の研究指定を受け、相楽台小学校が外部講師を招いての授業研究（謝礼
100,000円)や参考図書購入等(89,919円)を行った。

活 動 実 績

そ の他
（歳入）

一般財源

190 190

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
研修会、研究会
の実施回数

回 3 5 +67% 4 -20% 4 -    

実施結果
研究指定を受けた相楽台小学校が引き続き外国語に関する事業を実施した。授業研究のため
に外部講師を招き研修を年間４回実施するなど、府委託金を利用し取り組んだ。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
更に効果的な学習へと昇華し、児童のより深い学びやよりたくましい生きる力
につながる指導についての研究を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 「法やルールに関する教育」研究指定校事業費

予算科目
予算コード 3665 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
職員研修や研究事業を実施し、法やルールのあり方について、
実践授業を行う。

事 業

要 件 京都府指定校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼　21,000円
消耗品費　106,200円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

128 128

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
研修会、研究
会の実施回数

回 1 皆増 1 -    0 皆減

実施結果
京都府の研究指定を受け、木津中学校にて実施した。外部講師を招いて教職員研修
会を実施し、実践研究に取り組んだ。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 府指定校の終了による

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 子どもと地域をつなぐ居場所づくり事業費

予算科目
予算コード 3668 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ①

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域の大人たちとのぬくもりのある交流の促進のため、色々な
事業を実施した。

事 業

要 件 小中学生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

あいさつ運動に係る消耗品費　1,077,119円
茶器等備品購入費　1,964,916円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,289 1,644 1,645

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
参加児童生徒
数

人 878 皆増 512 -42% 512 -    

実施結果
国の地方創生推進交付金を活用し、イングリッシュカフェの開催や外部講師を招いて
お茶教室を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 平成３０年度までの補助事業による事業実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 オリンピック・パラリンピック教育推進事業

予算科目
予算コード 3712 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的

多様なスポーツを体験ししたしむことで生徒一人一人の「スポーツ志向」の高ま
りを期待するとともに自他を尊重し社会に貢献しようとする心や他者えの思い
やりを含む「ボランティアマインド」を養い共生社会を築くための「障害者理解」
を身につける

事 業

要 件 京都府オリンピック・パラリンピック教育推進指定校

対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業実施に係る講師謝礼　55,000円　消耗品費　87,720円など

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

153 152 1

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

参加人数 人 432 皆増 268 -38% 300 +12% 

実施結果 指定を受けた上狛小学校で「ボッチャ」、山城中学校で「車椅子バスケット」に取り組んだ。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 平成３０年度も府委託事業申請を行い、４校の指定を受けている。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学校管理事業費

予算科目
予算コード 2029 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 市立全小学校の管理運営

事 業

要 件 木津川市立小学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立小学校の管理にかかる共通経費を支出した。当尾地域から南加茂台小学校への児童の通学のため、
バスの運行を委託した（4,809,422円）。
その上で、空き時間の有効活用として、市内小学校の校外学習にバスの運行を委託した（40,802円）。
各学校でのケガや体調不良による通院時のタクシー使用料（537,080円）などを支出した。
また、小学校の用務員・給食配膳員の賃金（29,016,502円）と社会保険料（3,096,713円）を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

39,294 39,294

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立小学校児
童数

人 5,323 5,342 -    5,429 +2% 5,431 -    

市立小学校教
師数

人 303 306 +1% 306 -    312 +2% 

実施結果

小学校の用務員、給食配膳員の賃金等を支出した。
また、スクールバスの運行管理委託料の支払い、児童が怪我をした際のタクシー使用料を支出した。
スクールバスの空き時間を活用し、小中学校の児童生徒を送迎し、貸切バス借上げ料の経費削減を図っ
た。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市立全小学校の管理運営を行う。用務員、給食配膳員の賃
金、スクールバス借上料、タクシー使用料等を支出する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 施設管理事業費

予算科目
予算コード 2033 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 教育総務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 小学校教育施設の維持管理及び改修を行う

事 業

要 件 市内小学校児童
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

恭仁小学校非構造部材耐震化工事（1,423,440円）
高の原小・南加茂台小受電設備改修工事（4,966,156円）
各小学校修繕工事５１件（20,932,504円）
都市再生機構関連公共公益施設整備費償還金（高の原小・梅美台小・州見台小・城山台小）：
497,503,512円（うち城山台小学校建設事業分359,353,000円）
【棚倉小学校校舎改築事業（屋外施設等整備）】
完了検査手数料：18,500円、確認申請手数料：90,000円、工事監理委託料：6,366,600円、
駐車場仮囲賃貸料：2,881,440円、屋外施設等整備工事費：39,510,024円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

573,839 132,935 5,058 153,300 282,546

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

修繕箇所数 件 53 56 +6% 51 -9% 60 +18% 

実施結果
恭仁小学校非構造部材耐震化工事
高の原小・南加茂台小受電設備改修工事
各小学校修繕工事５１件

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 例年どおり、小学校施設全般の維持管理及び整備に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

37



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2037 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 木津小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および木津小学校の管理運営に要した経費である。
19学級　児童数　549人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級減、児童数20人増となっている。
教育用コンピュータのリース契約が平成29年1月31日で終了したことが減額の主な要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

13,197 13,197

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 523 534 +2% 551 +3% 546 -1% 

実施結果 学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2041 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 相楽小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および相楽小学校の管理運営に要した経費である。
14学級　児童数　407人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級増、児童数14人増となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

13,620 13,620

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 394 396 +1% 409 +3% 421 +3% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 高の原小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2045 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 高の原小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および高の原小学校の管理運営に要した経費である。
14学級　児童数　333人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より児童数24人減となっている。
教育用コンピュータのリース契約が平成29年11月30日で終了したことが減額の主な要因であ
る。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

13,154 13,154

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 363 358 -1% 336 -6% 336 -    

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津川台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2049 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 木津川台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および木津川台小学校の管理運営に要した経費である。
19学級　児童数　529人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級減、児童数50人減となっている。
教育用コンピュータのリース契約が平成29年1月31日で終了したことが減額の主な要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

11,352 11,352

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 620 573 -8% 535 -7% 495 -7% 

実施結果 学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2053 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 相楽台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および相楽台小学校の管理運営に要した経費である。
11学級　児童数　228人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より児童数7人減となっている。
教育用コンピュータのリース契約が平成29年1月31日で終了したことが減額の主な要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

10,352 10,352

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 239 232 -3% 232 -    229 -1% 

実施結果 学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 梅美台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2057 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図る
ため

事 業

要 件 梅美台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および梅美台小学校の管理運営に要した経費である。
34学級　児童数　1,080人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より2学級増、児童数45人増となっている。
教育用コンピュータのリース契約が平成29年11月30日で終了したことが減額の主な要因であ
る。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

23,815 23,815

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 998 1,035 +4% 1,071 +3% 1,054 -2% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2061 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 加茂小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および加茂小学校の管理運営に要した経費である。
15学級　児童数　331人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より児童数22人減となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

12,545 12,545

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 375 351 -6% 328 -7% 310 -5% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 恭仁小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2065 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 恭仁小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および恭仁小学校の管理運営に要した経費である。
7学級　児童数　42人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より児童数2人減となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

7,535 7,535

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 46 44 -4% 42 -5% 44 +5% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 南加茂台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2073 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 南加茂台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および南加茂台小学校の管理運営に要した経費である。
9学級　児童数　181人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級減、児童数19人減となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

16,166 16,166

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 226 198 -12% 180 -9% 172 -4% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 上狛小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2077 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 上狛小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および上狛小学校の管理運営に要した経費である。
9学級　児童数　181人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級増、児童数8人減となっている。
平成29年4月から児童クラブが移設したことに伴い、光熱水費の支出が増加したことが主な増
額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

9,890 9,890

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 190 188 -1% 180 -4% 182 +1% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 棚倉小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2081 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 棚倉小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および棚倉小学校の管理運営に要した経費である。
14学級　児童数　338人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より児童数2人増となっている。
平成29年7月から児童クラブが移設したことに伴い、光熱水費の支出が増加したこと、また体育
館暗幕カーテンレール等の修繕費が主な増額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

14,387 14,387

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 333 333 -    338 +2% 316 -7% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 州見台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2589 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 州見台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および州見台小学校の管理運営に要した経費である。
27学級　児童数　782人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級増、児童数7人増となっている。
トイレ清掃委託が増額の主な要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

20,467 20,467

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 811 780 -4% 779 -    729 -6% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 城山台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 3585 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 城山台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育および城山台小学校の管理運営に要した経費である。
16学級　児童数　432人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より3学級増、児童数124人増となっている。
児童数の増加に伴う消耗品費、光熱水費等の増加および平成30年度からのクラス数、児童数
の増加に向けて、管理備品（児童用机・椅子等）を購入したこと（1,989,208円）などが主な増額の
要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

16,570 778 15,792

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 205 -    205 -    203 -1% 

児童数 人 205 320 +56% 448 +40% 597 +33% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2093 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津小学校　児童
対象者
概 数

551 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、特活教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,230 2,230

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 523 534 +2% 551 +3% 546 -1% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2097 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 相楽小学校　児童
対象者
概 数

409 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、理科教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,810 44 1,766

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 394 396 +1% 409 +3% 421 +3% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 高の原小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2101 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 高の原小学校　児童
対象者
概 数

336 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（音楽教材備品、体育教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,546 1,546

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 363 358 -1% 336 -6% 336 -    

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津川台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2105 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津川台小学校　児童
対象者
概 数

535 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、体育教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,227 74 2,153

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 620 573 -8% 535 -7% 495 -7% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2109 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 相楽台小学校　児童
対象者
概 数

232 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（算数教材備品、情報教育教材備
品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,263 1,263

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 239 232 -3% 232 -    229 -1% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 梅美台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2113 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 梅美台小学校　児童
対象者
概 数

1,071 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、図工教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,744 17 3,727

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 998 1035 +4% 1071 +3% 1054 -2% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2117 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 加茂小学校　児童
対象者
概 数

328 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（情報教育教材備品、体育教材備
品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,638 1,638

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 375 351 -6% 328 -7% 310 -5% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 恭仁小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2121 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 恭仁小学校　児童
対象者
概 数

42 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、保健教材備品な
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

505 505

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 46 44 -4% 42 -5% 44 +5% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 南加茂台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2129 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 南加茂台小学校　児童
対象者
概 数

180 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（家庭科教材備品、理科教材備品
など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

986 986

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 226 198 -12% 180 -9% 172 -4% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 上狛小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2133 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 上狛小学校　児童
対象者
概 数

180 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、情報教育教材備
品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

995 995

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 190 188 -1% 180 -4% 182 +1% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 棚倉小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2137 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 棚倉小学校　児童
対象者
概 数

338 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（情報教育教材備品、黒板など）、
図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,584 1,584

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 333 333 -    338 +2% 316 -7% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 州見台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2593 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 州見台小学校　児童
対象者
概 数

779 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、ホワイトボードな
ど）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,804 2,804

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 811 780 -4% 779 -    729 -6% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 就学援助事業費

予算科目
予算コード 3333 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
対象者に対し、就学に必要な費用の一部を援助することで児童
に対し、平等な教育の機会を与えることを目的としている。

事 業

要 件 経済的理由により就学困難と認められる児童の保護者及び特別支援学級在籍児童の保護者

対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 小学校の保護者のうち低所得者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

就学援助費　575人に対し38,913,626円
就学奨励費　68人に対し2,126,887円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

41,041 990 40,051

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

支給者数 人 657 664 +1% 646 -3% 657 +2% 

実施結果
援助を必要としている児童の保護者に対し、支給することができた。特に従来１学期末に支給し
ていた新入学学用品費については、支給を早め５月に支給することができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 支給時期や内容の検討を行いつつ、引き続き実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 教育振興事業費

予算科目
予算コード 3338 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津川市立全小学校児童
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

　教師用教科書・指導書（学級増や少人数学級対応分）・転入生用副読本の購入（2,040,253円）
や、卒業記念品購入などに要した経費である。
　また、芸術鑑賞開催負担金（1,441,800円）として、学校にて行う芸術鑑賞開催事業にかかる費
用を支出した。
　平成29年度は、自分たちの地域についての理解を深めることによる本市の魅力発見と再認識
を目的としたふるさと学習（バス借上料903,960円）を市内の全小学校で実施した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

13,746 1,282 12,464

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立小学校児
童数

人 5,323 5,342 -    5,429 +2% 5,431 -    

実施結果
児童生徒数増による教師用指導書・教科書の購入を行った。
小学校の芸術鑑賞にかかる負担金を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 「もうすぐ１年生」体験入学推進事業費

予算科目
予算コード 3462 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
幼稚園や保育所等の幼児が小学校入学後の生活習慣に早期に対応できるよ
うに各小学校が実施する体験入学や交流会に必要な物品等を購入する。

事 業

要 件 各小学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業実施に必要な消耗品費　853,503円　役務費　20,500円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

875 437 438

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
小学校入学予定
者数

人 960 817 -15% 869 +6% 912 +5% 

体験入学等事業
参加幼児数

人 830 869 +5% 825 -5% 912 +11% 

実施結果
次年度入学予定者のうち、ほとんどの幼児が体験入学等の事業に参加でき、その影
響もあり多くの学校で「落ち着いて学習に取り組めている。」「チャイムのある生活にス
ムーズに適応している。」などの様子が確認できている。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
取り組み内容の更なる向上や周知方法の改善等を行いつつ、事業を継続し
実施する

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 城山台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 3586 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 児童の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 城山台小学校　児童
対象者
概 数

448 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費である。
児童用副読本（道徳、体育）の購入費や、教材用備品購入費（情報教育教材備品、理科教材備
品、体育科教材備品、学級数増加対応教材備品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,095 95 2,000

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

児童数 人 205 320 +56% 448 +40% 597 +33% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

66



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 ホップアップ学習事業費

予算科目
予算コード 3589 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
放課後や夏休みを利用し、学習意欲の向上や学習習慣の確立・
及び基礎学力の充実のため補充学習を実施する。

事 業

要 件 小学校３～６年生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼　1,662,000円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,662 1,662

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

参加人数 人 629 768 +22% 591 -23% 591 -    

実施結果 ３，４，５，６年生を対象に基礎学力の充実を図った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 引き続き児童の学力向上に向けて取り組んでいく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽地方通級指導教室事業費

予算科目
予算コード 2141 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 3 相楽地方通級指導教室費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
言語・聴覚に障害のある児童にできるだけ早期に改善・克服で
きるよう指導を行う

事 業

要 件 相楽地方の言語・聴覚及び発達に障害のある児童
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

指導に必要な経費　消耗品費　882,418円　備品購入費　559,465円など

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,336 1,335 1,001

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

相談件数 件 333 840 +152% 830 -1% 800 -4% 

障害克服児童
数

人 62 51 -18% 58 +14% 60 +3% 

実施結果
平成２９年度は、述べ216名の通級児童を指導し、発達検査225件、構音検査123件を実施。教
育相談468件、障害克服児童数58人であった。また、精華台小学校に分室を新設した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 事業を継続する

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 学校管理事業費

予算科目
予算コード 2153 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 市立全中学校の管理運営

事 業

要 件 木津川市立中学校
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立中学校の管理にかかる共通経費を支出した。
用務員・給食配膳員賃金（10,788,057円）、社会保険料（1,068,137円）などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

20,002 20,002

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立中学校生
徒数

人 2,196 2,276 +4% 2,333 +3% 2,325 -    

市立中学校教
師数

人 144 149 +3% 153 +3% 156 +2% 

実施結果
講師賃金においては、学校運営を円滑に行うため市費で１８名の講師を任用し、生徒の学力向
上等に役立てることができた。また、生徒の怪我・体調不良時の病院への搬送のためのタク
シー使用料を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市立全中学校の管理運営を行う。用務員、給食配膳員の賃
金、タクシー使用料等を支出する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 施設管理事業費

予算科目
予算コード 2157 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 教育総務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 中学校教育施設の維持管理及び改修を行う

事 業

要 件 市内中学校生徒
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

木津第二中受電設備改修工事（2,550,664円）
各中学校施設修繕工事３２件（5,023,159円）
都市再生機構関連公共公益施設整備費償還金：39,715,850円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

48,219 1,057 47,162

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

修繕数 件 23 29 +26% 32 +10% 30 -6% 

実施結果
木津第二中学校受電設備改修工事
各中学校施設修繕工事３２件

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 通年どおり、中学校施設全般の維持管理及び整備に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津中学校管理事業費

予算科目
予算コード 2161 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 木津中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育および木津中学校の管理運営に要した経費である。
17学級　生徒数　469人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より3学級増、生徒数15人増となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

19,292 19,292

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 204 -    203 -    202 -    

生徒数 人 413 453 +10% 471 +4% 476 +1% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津第二中学校管理事業費

予算科目
予算コード 2165 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 木津第二中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育および木津第二中学校の管理運営に要した経費である。
17学級　生徒数　578人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より生徒数7人増となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

18,506 18,506

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 204 -    203 -    202 -    

生徒数 人 594 572 -4% 583 +2% 550 -6% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 泉川中学校管理事業費

予算科目
予算コード 2169 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 泉川中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育および泉川中学校の管理運営に要した経費である。
13学級　生徒数　324人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級減、生徒数9人減となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

21,155 21,155

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 204 -    203 -    202 -    

生徒数 人 330 333 +1% 320 -4% 314 -2% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

73



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城中学校管理事業費

予算科目
予算コード 2173 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 山城中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育および山城中学校の管理運営に要した経費である。
10学級　生徒数　244人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級増となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

14,165 14,165

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 204 -    203 -    202 -    

生徒数 人 242 244 +1% 243 -    230 -5% 

実施結果
教育用コンピュータ賃借料・学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運
営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津南中学校管理事業費

予算科目
予算コード 3466 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校の円滑な管理運営及び安全な学校環境の整備・充実を図
るため

事 業

要 件 木津南中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育および木津南中学校の管理運営に要した経費である。
22学級　生徒数　717人　【平成29年5月1日現在】
平成28年度より1学級増、生徒数44人増となっている。
生徒数の増加に伴う光熱水費等の増加および平成30年度からのクラス数・生徒数の増加に向
けて、管理備品（生徒用机・椅子等、2,060,748円）を購入したことが主な増額要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

24,896 802 24,094

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

開校日数 日 204 204 -    203 -    202 -    

生徒数 人 617 674 +9% 716 +6% 755 +5% 

実施結果 学校管理備品・各設備の保守点検委託料、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
学校の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な経費を支出する。執行に際し
ては、経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

75



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2197 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津中学校　生徒
対象者
概 数

471 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費である。
生徒用副読本（道徳、体育、美術）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、
楽器など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

6,424 139 6,285

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

生徒数 人 413 453 +10% 471 +4% 476 +1% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津第二中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2201 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津第二中学校　生徒
対象者
概 数

583 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費である。
生徒用副読本（道徳、体育、美術）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、
体育教材備品・情報教育教材など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

7,267 97 7,170

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

生徒数 人 594 572 -4% 583 +2% 550 -6% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 泉川中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2205 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 泉川中学校　生徒
対象者
概 数

320 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費である。
生徒用副読本（道徳、体育、美術）の購入費や、教材用備品購入費（理科教材備品、
数学教材備品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

5,580 227 5,353

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

生徒数 人 330 333 +1% 320 -4% 314 -2% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

78



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2209 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 山城中学校　生徒
対象者
概 数

243 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費である。
生徒用副読本（道徳、体育、美術）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、
理科教材備品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,632 46 3,586

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

生徒数 人 242 244 +1% 243 -    230 -5% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

79



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 就学援助事業費

予算科目
予算コード 3334 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
対象者に対し、就学に必要な費用の一部を援助することで児童
に対し、平等な教育の機会を与えることを目的としている。

事 業

要 件 経済的理由により就学困難と認められる生徒の保護者及び特別支援学級在籍児童の保護者

対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 中学校の保護者のうち低所得者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

就学援助費　373人に対し41,288,902円
就学奨励費　28人に対し1,469,099円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

42,759 1,098 41,661

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

支給者数 人 345 378 +10% 401 +6% 413 +3% 

実施結果
援助を必要としている児童の保護者に対し、支給することができた。特に従来１学期末に支給し
ていた新入学学用品費については、支給を早め５月に支給することができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 支給時期や内容の検討を行いつつ、引き続き実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

80



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 教育振興事業費

予算科目
予算コード 3339 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津川市立全中学校生徒
対象者
概 数

2,333 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 木津川市立中学校

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

　教師用教科書・指導書購入費（学級増や少人数学級対応分）、転入生対応用副読本購入費な
どの消耗品費、またクラブ活動において京都府大会や近畿大会等の上位大会に出場する際に
必要となる経費などに要した経費である。
　また、芸術鑑賞開催負担金（752,850円）として、学校にて行う芸術鑑賞開催事業にかかる費
用を支出した。
　南加茂台小学校通学バスの空き時間の有効活用として、市内中学校の校外学習およびクラ
ブ活動にバスの運行を委託した（485,515円）。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

8,397 216 8,181

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
市立中学校生
徒数

人 2,196 2,276 +4% 2,333 +3% 2,325 -    

実施結果

京都府大会以上の大会参加にかかる経費負担として、府大会等参加負担金の支出を行った。
またクラブ活動の充実を図るため、クラブ活動費補助金の支出を行った。
南加茂台小学校スクールバスの空き時間を活用し、クラブ活動等生徒送迎し、貸切バス借上げ
料の経費削減を図った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

81



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津南中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 3467 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生徒の学力及び体力の向上、豊かな心の育成に資するため

事 業

要 件 木津南中学校　生徒
対象者
概 数

716 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費である。
生徒用副読本（道徳、体育、美術）の購入費や、教材用備品購入費（体育教材備品、
理科教材備品・情報教育教材備品など）、図書購入費などを支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

8,501 221 8,280

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

生徒数 人 617 674 +9% 716 +6% 755 +5% 

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

82



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 ステップアップ学習事業費

予算科目
予算コード 3517 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学力向上を図るため中学校１～３年生を対象に放課後等に補充
学習を実施する。

事 業

要 件 中学校生徒
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

外部講師に対する講師謝礼564,750円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

565 565

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

延べ参加者数 人 242 335 +38% 314 -6% 314 -    

実施結果 生徒の学力向上に寄与した

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 引き続き生徒の学力向上に向けて取り組んでいく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

83



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津川市プロデュースプロジェクト事業費

予算科目
予算コード 3562 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 7

まちづくりへの参画と協働
の創造

施策目標 (2)
市民と行政のパートナーシップ
の推進

施 策 37
市民と行政との協働体制
の確立

主な取組 ②
学校・企業等との交流連
携

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
児童生徒が同志社大学生と連携し、市の魅力発信等に繋がる
企画の立案を実施した。

事 業

要 件 小中学生
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業実施に伴う負担金　600,000円

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

600 200 400

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
延べ教育委員
研修参加回数

回 35 35 -    19 -46% 20 +5% 

実施結果
市内中学生と同志社大学学生が連携し、木津川市や社会状況についての理解を深め
課題解決や市の魅力発信につなげる企画立案に取り組んだ

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
企画立案を行っていく事業としては平成３０年度をもって一旦終了するが、今
後も様々な交流を続けるなかで取組を考えていきたい。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

84



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 幼稚園事務事業費

予算科目
予算コード 2225 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 人格形成の基礎を培う幼児教育の充実

事 業

要 件 市立幼稚園園児及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立幼稚園の管理にかかる共通経費として臨時職員賃金（幼稚園教諭、用務員）（25,523,064
円）、社会保険料（1,062,312円）、その他経費を支出した。生活保護世帯に対する教材費等の実
費分の補足給付として２世帯に対し、81,598円を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

26,855 55 27 26,773

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

園児数 人 492 531 +8% 529 -    466 -12% 

在園園児率（在園
園児数／定員園
児数）

ｐｔ 81 88 7 75 -13 82 7

実施結果 在園園児数：木津２４２人、相楽１２５人、高の原１６２人：合計５２９人

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
木津川市教育振興基本計画に基づき、人格形成の基礎を培う幼児教育の充
実、幼保一体化教育の推進、家庭における子育て支援をすすめる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

85



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 幼稚園バス運行事業費

予算科目
予算コード 2229 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 園から遠隔地に在住する園児の登降園時の安全を確保する

事 業

要 件 市立幼稚園在園児４・５歳児のバス利用者
対象者
概 数

242 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

市立３幼稚園に通園する園児を、バス４台で送迎する幼稚園バス運行委託料として、
25,657,560円を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

25,658 25,658

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比
通園バス利用
園児数

人 251 267 +6% 242 -9% 226 -7% 

通園バス利用率
（バス利用者／
園児数）

ｐｔ 51 52 1 46 -6 48 2

実施結果 通園バス利用園児数：２４２人

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 バスルートの検討を含め、事務の効率化・見直しを進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

86



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 木津幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2233 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 人格形成の基礎を培う幼児教育の提供

事 業

要 件 木津幼稚園園児及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

３歳児　１学級　２０人、４歳児　４学級　１１６人、５歳児　３学級　１０２人　合計８学級２３８人
（平成２９年５月１日現在）。平成２８年度より一人増。
教育目標を達成するにあたり,ひとりひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の質
の向上を図るための経費、および木津幼稚園の管理運営に要した経費である。
≪教育目標≫やさしさ　ゆたかさ　たくましさをもった子どもを育成する。園児の安心安全を確保
しながら、幼児教育における充実を図る。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

7,026 725 6,301

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

園児数 人 225 247 +10% 242 -2% 207 -14% 

実施結果 ３歳児　２０人、４歳児１１７人、５歳児１０５人に対して幼児教育を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
木津川市教育振興基本計画に基づき、人格形成の基礎を培う幼児教育の充
実、幼保一体化教育の推進、家庭における子育て支援をすすめる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

87



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 相楽幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2237 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 人格形成の基礎を培う幼児教育の提供

事 業

要 件 相楽幼稚園園児及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

３歳児１学級２０人　４歳児２学級５６人、５歳児２学級４９人　合計５学級１２５人【平成２９年５月
１日現在】平成２８年度より２０人増。
教育目標を達成するにあたり、ひとりひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の
質の向上を図るための経費、および相楽幼稚園の管理運営に要した経費である。
≪教育目標≫「やさしさ」と「ゆたかさ」そして「たくましさ」をもった子どもの育成を目指し、友だち
とともに生活する楽しさを味合わせながら、人格形成の基礎を培う。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

5,765 595 5,170

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

園児数 人 109 113 +4% 125 +11% 111 -11% 

実施結果 ３歳児２０人、４歳児５６人、５歳児４９人に対して幼児教育を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
木津川市教育振興基本計画に基づき、人格形成の基礎を培う幼児教育の充
実、幼保一体化教育の推進、家庭における子育て支援をすすめる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

88



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 高の原幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2241 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 人格形成の基礎を培う幼児教育の提供

事 業

要 件 高の原幼稚園及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

３歳児２学級４０人、４歳児２学級５７人、５歳児２学級７０人合計６学級１６７人【平成２９年５月１
日現在】平成２８年度より５人減。
教育目標を達成するにあたり、ひとりひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の
質の向上を図るための経費、および高の原幼稚園の管理運営に要した経費である。
≪教育目標≫「やさしさ」と「ゆたかさ」そして「たくましさ」をもった子どもの育成を目指し、集団で
生活する楽しさを味合わせながら生きる力の基礎を培う。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

6,209 641 5,568

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

園児数 人 158 171 +8% 162 -5% 148 -9% 

実施結果 ３歳児３９人、４歳児５４人、５歳児６９人に対して幼児教育を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
木津川市教育振興基本計画に基づき、人格形成の基礎を培う幼児教育の充
実、幼保一体化教育の推進、家庭における子育て支援をすすめる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

89



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 施設管理事業費

予算科目
予算コード 2245 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 教育総務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 幼稚園教育施設の維持管理及び改修を行う

事 業

要 件 木津川市立幼稚園児
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

各幼稚園修繕工事１１件（869,746円）
相楽幼稚園用地借地代（1,469,000円）

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,339 2,339

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

修繕件数 件 6 8 +33% 11 +38% 8 -27% 

実施結果
各幼稚園修繕工事１１件
相楽幼稚園用地借地代

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 例年どおり、幼稚園施設全般の維持管理及び整備に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

90



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 幼稚園就園奨励事業費

予算科目
予算コード 2249 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
私立幼稚園に在籍する園児保護者の保育料の負担軽減を行
い、子育てを支援する

事 業

要 件 私立幼稚園園児及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 私立幼稚園児に在籍する幼児の保護者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

幼稚園就園奨励費事業として、私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護者の保育料の負担軽減を図る
ため私立幼稚園２４園から申請をうけ、３６７人に対して49,524,500円の補助金を交付した。また、私立幼稚
園保護者負担軽減補助金事業として木津川市内の私立幼稚園に在籍する幼児の保護者の負担軽減を図
るため、37人に対して1,332,000円の補助金を交付した。加えて、多子世帯の保護者負担軽減を目的として、
第三子以降就園奨励費支援補助事業を実施している。第三子以降の子が幼稚園児の場合に、入園・保育
料に対し、補助をするもので、所得制限を撤廃し、４３人に対して6,218,300円の補助金を交付した。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

57,075 15,670 278 41,127

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

交付者数 人 425 458 +8% 367 -20% 356 -3% 

実施結果
就園奨励費補助金として、367人に対し49,524,500円を交付。
私立幼稚園負担軽減補助金として、37人に対し1,332,000円を交付。
第３子就園支援補助金として、43人に対し6,218,300円を交付。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
私立幼稚園に在籍する園児保護者の保育料の負担軽減を行い、子育てを支
援する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 幼稚園保健事業費

予算科目
予算コード 3375 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 園児の健康、保健衛生を確保する。

事 業

要 件 市立幼稚園園児及びその保護者
対象者
概 数

人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

幼児が健康でのびのびと幼稚園生活を送れるよう健康診断などを行い、園医などの
報酬を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,016 3,016

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

園児数 人 492 514 +4% 529 +3% 466 -12% 

園医一人当たり受
持ち園児数（園児
数/園医数）

ｐｔ 82 89 7 75 -14 82 7

実施結果 園医の報酬等3,015,400円を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 園児の健康、保健衛生を確保する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 社会教育委員

実施結果

社会教育委員：１４名
社会教育委員会：６回開催
主な審議案件：府・近畿社会教育研究大会参加、委員研修実施
専門部会の名称及び開催回数：生涯学習推進計画検討部会（９回）、生涯学習施設管
理運営検討部会（６回）

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2257

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

平 成年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

予算コード

課

会 計

教育部

年 度

目

29

係
項

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

社会教育委員事業費
1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の充実

主な取組

施策目標

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

目 的
社会教育に関する諸計画の立案。社会教育に対して諮問に応じ
て意見を述べる。社会教育に関して研究調査をすること。

1款 9 社会教育総務費

事 業

5

人

法律の
根 拠 法律外実施義務

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

(3)

対象者
概 数

+17% 18

補助・委託先

市独自上乗せ

411

-14% 
委員会開催回
数

回 18 18 -    21

前年比

実

施

方

法

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

市の例規

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比

決算額の主な
内 訳

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２９

411

社会教育委員報酬289,000円、京都府社会教育委員連絡協議会負担金10,000円等を
支払った。

Ｈ３０（見込）

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
木津川市生涯学習推進計画の中間見直しについて協議する。
推進計画部会において、平成29年度に引継をできなかった放課後子ども教室を視察する。
社会教育施設関係条例、規則、使用料等の改定に向けた検討を継続する。

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

93



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。社会教育関係団体が事業を円滑に実施できるよう取組んでいく。また、市民の
自主的・自発的な芸術文化活動の促進及びスポーツの競技力向上を図るため、全国大会・世界
大会等に出場・出品した個人・団体に激励金を支給する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

-    

実施結果

社会教育関係団体に補助金を交付し、各種事業の取り組みを行った。市文化協会：文化祭、社交ダンス
パーティー、小さな発表会、体験講座、文化協会だより発行　他　市国際交流協会：中学生海外派遣事業、
サンタモニカ受入事業、日本語教室、国際交流イベント、日本語支援ボランティア養成講座　他
市ＰＴＡ連絡協議会：京都府PTA研究会、研修会、講演会
宇宙少年団木津川分団：スターウォッチング、水ロケット制作、yac近畿地区ブロック団員交流会、自然体験
学習　他
また、芸術文化・スポーツを通じて全国大会等に出場した方に激励金を支給した。激励金支給件数】３２件

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

18 -31% 

芸術文化・スポーツ
振興激励金支給件数 件 28 20 -29% 32 +60% 32

-4% 1,159 +3% 

宇宙少年団団員数 人 22 21 -5% 26 +24% 

文化協会会員数 人 1,203 1,180 -2% 1,130

前年比
国際交流協会会員
数 人 110 117 +6% 120 +3% 105 -13% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

7,897 7,897

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

文化協会補助金1,966,806円、国際交流協会補助金4,439,755円、宇宙少年団補助金
500,000円、PTA連絡協議会補助金90,000円、芸術文化・スポーツ振興激励金480,000
円　等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 文化協会、市Ｐ連、国際交流協会、日本宇宙少年団木津川分団

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 国際交流協会、文化協会、日本宇宙少年団木津川分団、市ＰTA連絡協議会、激励金申請者

対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
生涯にわたる学習機会の充実など社会教育関係団体が実施す
る社会教育関係事業の実施により社会教育の増進を図る。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ ウ ）
地域の特徴を活かした教育内容
の充実　ウ）科学教育の充実

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2261 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 社会教育事務事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
青少年の健全育成活動を促進し、次代を担う社会の形成者として豊かな人間
性を育むことを継続し、青少年健全育成事業に係る効率性及び経済性を見直
す。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
青少年の健全育成活動を促進し、次代を担う社会の形成者として豊かな人間性を育むため、各種関係団体との連携を
密にして『木津川市小学生ソフトボール大会』など健全育成事業の実施や、団体活動の支援に努めた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

13 -    

-1% 1,920 -    

加茂野外音楽フェス
タ出演団体数 団体 13 14 +8% 13 -7% 

子ども会会員数(補
助金交付団体内） 人 2,161 1,945 -10% 1,920

前年比
青少年育成委員会
事業回数 回 17 17 -    17 -    17 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

3,543 3,543

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・青少年健全育成事業委託料（2,340千円）
・相楽青少年補導委員会負担金（212千円）
・青少年育成協会相楽連絡協議会負担金（156千円）
・地域子供会補助金（690千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 市内地域子ども会、木津川市青少年育成委員会

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市に居住している青少年
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
家庭・学校及び各種団体並びに地域社会との密接な連携のもとに、お
互い協力して、青少年の健全な育成を図ることを目的とする。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ①

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2273 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 青少年健全育成事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
実行委員募集方法の検討を行い、実行委員と共に意見を重ね、式典・成人の
つどい内容の充実を図っていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 開催場所を中央体育館からけいはんなホールに変更し、成人式を開催した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

73 -    

+16% 528 -    

成人式参加率 ％ 64 63 -2% 73 +16% 

成人式参加者
数

人 482 457 -5% 528

前年比
実行委員会打
合せ回数

回 7 5 -29% 5 -    5 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

1,300 1,300

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・記念品（604千円）
・警備委託料（26千円）
・施設使用料（555千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市内小・中学校を卒業した新成人
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
新成人を祝福するとともに、成人として社会での役割や責任、責
務の自覚を促すことを目的とする。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ①

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2277 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 成人式事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 利用申請書の提出及び利用日誌の設置を行い、利用状況を把握する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 施設の維持管理、貸館業務の実施を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

利用者数 人 1,176 1,176 -    1,176 -    1,176 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

692 692

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

電気料金および水道料金451,770円、清掃委託料176,400円などを支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小谷上下教育集会所
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 人権教育の推進及び住民福祉の向上を目的とする。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2281 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 教育集会所管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
木津川市女性の会が女性の地位向上等の発展に寄与できるように取組んで
いく。なお、平成30年度より社会教育事務事業へ移行する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
女性の会に補助金の交付と業務委託を締結し、各種事業の取り組みを行った。
主な事業実施状況 ：健康フェスティバル、社会見学、女性教育講座(ハワイ料理)等

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-21% 71 +1% 
会員数（女性
の会）

人 106 89 -16% 70

前年比
補助金交付団
体数

団体 1 1 -    1 -    1 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

455 455

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

木津川市女性の会に補助金：420,962円
女性教育講座を実施する委託料：34,000円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 女性の会

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 女性の会
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
会員の教養を高め、女性の地位向上・健康の増進・地域の生
活、文化の発展に繋げる。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2289 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 女性教育事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

98



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
前年度に引き続き４講座を実施しながら、運営委員会において事業内容の充
実や運営方法の検討を進めていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
講座の再編（６講座→４講座）を実施した。受講生数は７８８名と前年度より３１名増加
した。全体の講座参加率も４２．９％と、前年度の４１．２％を上回った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

45 +5% 

-28% 1,370 +1% 

参加者総計率 ％ 46 41 -11% 43 +5% 

参加者総計 人 2,083 1,872 -10% 1,352

前年比

事業実施回数 回 15 14 -7% 11 -21% 11 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

5,580 2,356 3,224

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・受講者募集案内、報告書、修了証書の印刷製本費（２８１千円）
・開講式、閉講式の講師派遣委託料（８６４千円）
・社会見学委託料（１，８９２千円）
・バス借上料（２，０１５千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市在住の満６０歳以上 （年度中６０歳も可）
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
自ら興味や関心を持って学ぼうとする意欲を高め高齢者の「自立」と「つながり」を一層深
めるため高齢者のニーズを踏まえた学習課題を設定し生涯学習の推進を図る。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2301 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 高齢者教育事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
昨年度同様、月２～３回の練習を中心に発表会などの活動を展開し、市内３
団の交流を行い、事業内容の充実を図っていく。また、各団の育成会役員に
対してより自主的な運営を促していく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
やましろタカラフェスティバルや福祉施設への慰問など市主催各種行事への出演を積
極的に行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-5% 88 -2% 団員数 人 88 95 +8% 90

前年比

延べ活動日数 日 112 115 +3% 110 -4% 110 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

1,843 1,843

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・講師謝礼（1,500千円）
・バス借上料（89千円）
・合唱祭等参加負担金（170千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市合唱団に所属する少年・少女
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
音楽活動を通して共に造り上げて行く歓びを知り、豊かで人間
性にあふれた人格の形成を目指す。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ②
市民との連携による生涯
学習の推進

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2305 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 少年少女合唱団育成事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 より快適に利用者の方が施設を利用できるよう、貸館業務を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 利用者・サークル活動のための貸館業務を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-12% 21,343 -    延べ利用者数 人 23,587 24,127 +2% 21,343

前年比

開館日数 日 355 354 -    342 -3% 357 +4% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

2,509 562 1,947

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・夜間管理委託料（1,892千円）
・空調設備保守点検委託料（225千円）
・清掃委託料（47千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （公社）木津川市シルバー人材センター

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 庁舎北別館を利用する団体および市民
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
庁舎北別館を利用する団体および市民の生涯学習の場として
施設を維持管理することを目的とする。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2726 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 庁舎北別館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
「木津川市・子ども子育て支援事業計画」に基づき、一体型の放課後児童クラブおよび放課後子
ども教室を、平成３１年度までに５０％整備することをめざし、Ｈ３０年度は城山台小学校区での
開設とＨ３１年度新たに１校区での開設に向けての推進協議を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
相楽台小学校（４０回）、高の原小学校（２７回）、南加茂台公民館（８３回）、棚倉小学
校（９回）、南加茂台小学校（９回）、木津小学校（７回）で通年実施。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

480 +7% 

+2% 6,255 +6% 

述べボランティ
ア(無償)数

人 333 341 +2% 449 +32% 

延べ参加者数 人 5,985 5,790 -3% 5,915

前年比

開設箇所数 箇所 4 6 +50% 6 -    7 +17% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

2,130 1,361 58 711

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

地域コーディネーター・安全サポーター等謝礼1,639,650円、南加茂台小一体型開設及
び木津小新開設為の費用を含む消耗品費318,380円等を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 児童、地域住民
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
全ての子どもたちが地域の大人の見守りの中で安心・安全に過ごせる放課後や休日の
居場所として、地域と学校が連携・協働し多様な体験・活動ができる場所を提供。

事 業

子どもを安心して産み健やかに
育てられる環境づくり

施 策 17
安心して、楽しみながら子育
てができる支援の充実

主な取組 ③
放課後児童の居場所づく
りの推進

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (1)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3341 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 京のまなび教室推進事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 視覚障害者研修会及び聴覚障害研修会を、それぞれ１回開催する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
研修会（視覚：十石舟・月桂冠大倉記念館の見学及び体験、聴覚：おたべ本舗・西陣織会館の
見学及び体験）を通して知識を広め、仲間と共に生きる喜びを感じることができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-    1 -    
聴覚障害者研
修

回 1 1 -    1

前年比
視覚障害者研
修

回 1 1 -    1 -    1 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

195 195

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

・要約筆記者及び手話通訳者謝礼（８８千円）
・バス借上料（８１千円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市在住の障害者（視覚・聴覚）
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
障害者の自立や地域住民の社会参加を促進するための学習活
動を実施し、地域を基盤とした共生社会の実現を目指すため

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3475 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 障害者教育事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。地域コーディネーター同士で交流を持ってもらえるように意
見交換会等を実施する。昨年度の課題に対する取り組みとして、学校や地域
を通じてボランティア募集のチラシを配布する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
全小・中学校区において、校内環境整備、学習支援、図書室支援など地域ぐるみで支
援活動を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-17% 2,000 +2% 
延べ参加者数（ボ
ランティア数） 人 2,739 2,357 -14% 1,952

前年比
開設箇所数
（中学校区）

箇所 5 5 -    5 -    5 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

2,507 1,597 910

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

地域コーディネーター・教育活動支援員等謝礼2,099,400円、支援活動に係る消耗品費
として225,906円、ボランティア保険として97,730円等を支払った。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市内全小・中学校区
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校から提出される要望に対して、地域コーディネーターを中心にでき
る範囲で協力し、学校と地域が連携し子ども達を育てていく

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ①

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3509 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 地域で支える学校教育推進事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由

事業を継続する。
引き続き、建物の老朽化に伴い、修繕計画を立てながら社会教育施設の維持管理・
整備を行う。
［主な修繕計画］南加茂台公民館空調設備改修工事、南加茂台公民館屋上防水等改
修工事、不動川公園テニスコート改修工事、中央交流会館ホール照明卓交換工事、
中央交流会館研修室スライディングウォール等改修工事

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

社会教育施設をより利用しやすい施設とするため、老朽化している施設は改修等を計画的に
進めるとともに、 施設の機能充実を図るなど施設整備を行った。
主な工事　【環境整備工事】上狛駅東公園テニスコート改修工事10,180,080円 、加茂文化セン
ター駐車場整備等工事2,472,151円 【施設等整備工事】中央交流会館1階空調設備緊急取替
工事3,996,000円、舞台制御盤取替工事2,700,000円、内装設備改修工事537,840円

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

修繕箇所数 件 46 59 +28% 69 +17% 69 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入）

一 般 財 源

39,314 4,270 9,200 25,844

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入）

府
（ 歳 入）

市 債
（ 歳 入）

決算額の主な
内 訳

社会教育施設をより利用しやすい施設とするため、老朽化している施設は改修等を計
画的に進めるとともに、 施設の機能充実を図るなど施設整備を行った。
主な内訳は、実施結果のとおり

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 社会教育施設
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
老朽化している施設は改築等を計画的に進めるとともに、施設の配置や機能
の再編を図るなど、利用しやすい施設整備と良好な維持管理を行う。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 社会教育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3627 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 施設管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
直営施設：公民館機能を持つ施設のため、今後も直営により運営を行い（平成２６年度第２回社
会教育委員会において答申あり）、今後も生涯学習の拠点施設としての機能を果たしていく。
指定管理施設：今後も民間ノウハウを活用するため、指定管理者により施設管理を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

直営施設：前年度より利用者数及び利用回数が大幅に増加している。利用者の中心が文化協
会登録団体等のサークル活動であり、生涯学習の拠点としての機能を果たしている。
指定管理施設：利用者数及び利用率ともに増加傾向にあり、指定管理者による施設管理の成
果が出ている。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

延べ利用者数 人 84,798 94,792 +12% 90,820 -4% 92,000 +1% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

35,753 2,280 33,473

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

施設管理委託料　21,800千円    臨時職員賃金　7,116千円　　夜間管理　1,192千円
管理用消耗品費　319千円　　光熱水費　1,923千円　　清掃委託料　807千円　等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （公財）木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市東部交流会館、木津川市中央交流会館、木津川市西部交流会館
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
コミュニティ活動や文化活動の育成を図るとともに、住民の交流
の場とするための施設

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 2 交流会館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2317 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 交流会館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 より快適に利用者の方が施設を使用できるよう、環境整備を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
公民館２館の良好な施設環境整備、貸館業務の実施を行った。
施設の改修工事による休館期間があった為、利用者数の増加には繋がらなかった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

開館日数 日 300 300 -    297 -1% 297 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

8,694 950 7,744

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金4,724，096円、光熱水費1,845,392円、公民館総合保険料194,000円、南
加茂台公民館・瓶原公民館樹木管理委託982,465円、瓶原公民館用地借地料279,624
円等を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 南加茂台公民館、瓶原公民館
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
近隣住民の生涯学習の場として施設を維持管理することを目的
とする。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 3 公民館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2321 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 公民館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
多くの市民に学習機会の充実を図るため、引き続き公民館２館の良好な施設
環境の整備に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
南加茂台公民館で施設の改修工事による休館期間があったが、公民館使用団体につ
いて他の施設の予約を公民館でとりまとめて行うこと等、利用者に対してできるだけ不
便をかけないよう努力した結果、公民館使用離れもなく利用者数は増加した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

延べ利用者数 人 33,072 24,412 -26% 25,404 +4% 25,404 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

1,619 1,619

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

コピー代、トイレットペーパーなどの館運営に必要な消耗品費として358,828円、電話
代・インターネット接続料などの通信運搬費として160,140円、夜間休日等管理委託料
としてシルバー人材センターに1,069,808円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 南加茂台公民館、瓶原公民館
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
近隣住民の生涯学習の場として活用できるよう、施設運営を実
施する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 3 公民館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2325 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 公民館運営事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
市内で内容が重複している現在実施の講座の照会を行い、各種講座の統合
の検討を行う。
人権教育事業の取組みにも努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

「公民館講座」２７講座、「生涯学習講座」２１講座、「市民講座」６講座、「体験講座」１講座を実施し、学習
機会の充実を図った。
しかし、２講座は募集定員の半数以下の応募数、１講座は台風の影響で、開講できない講座があった。
開講口座数の減少及び延べ受講者数も減少している。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

2,444 -    

-14% 220 -    

延べ受講者数 人 3,674 3,077 -16% 2,444 -21% 

延べ講座実施
日数

日 241 256 +6% 220

前年比

講座開設数 講座 55 60 +9% 55 -8% 55 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

3,925 11 568 3,346

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

各講座の講師謝礼として1,752，360円、教材台などの消耗品費として754,105円を支出
した。受講生の募集案内、生涯学習フェスティバルのチラシの印刷代として396,900円
公民館まつりの舞台操作などの技術料として757,500円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 公民館講座・生涯学習講座等受講生
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生涯学習のきっかけとなるよう、さまざまな講座を実施する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 3 公民館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2337 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 公民館事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。
引き続き、建物の老朽化に伴い、修繕計画を立てながら施設の維持管理・整
備を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

中央図書館の良好な利用環境整備を行った。
エレベーター制御盤等改修工事11,718,000円（法律に適合し安全に利用できる状態と
なった。）
高圧気中開閉器及び高圧ケーブル取替工事686,880円

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

開館日数 日 277 276 -    276 -    266 -4% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

20,744 5,185 16 15,543

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

中央図書館における施設などの維持管理に要した経費である。主な支出内容は、電
気および上下水道料金4,226,299円、清掃委託料1,335,459円、高圧気中開閉器及び
高圧ケーブル取替工事686,880円、エレベーター改修工事費11,718,000円などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立中央図書館及び図書館利用者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
中央図書館の施設の保守管理及び、図書館利用者の安全性の
確保を図る

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2350 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 中央図書館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。
引き続き、より快適に利用者の方が施設を使用できるよう、環境整備に努め
る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 加茂図書館の良好な利用環境整備を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

開館日数 日 277 276 -    276 -    266 -4% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

3,096 3,096

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

　加茂図書館における施設などの維持管理に要した経費である。
　主な支出内容は、電気料金および上下水道料金1,136,898円、 清掃委託料1,890,864
円などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立加茂図書館及び図書館利用者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
加茂図書館の施設の保守管理及び、図書館利用者の安全性の
確保を図る

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2351 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂図書館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。
引き続き、より快適に利用者の方が施設を使用できるよう、環境整備に努め
る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
山城図書館の良好な利用環境整備を行った。
照明器具修繕工事285,660円（LED化）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

開館日数 日 283 282 -    282 -    269 -5% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

4,460 4,460

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

　山城図書館における施設などの維持管理に要した経費である。　主な支出内容は、
電気料金および上下水道料金1,918,980円、冷暖房用灯油代750,296円、清掃委託料
641,448円、閲覧室用照明器具修繕料（ＬＥＤ化）285,660円などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立山城図書館及び図書館利用者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
山城図書館の施設の保守管理及び、図書館利用者の安全性の
確保を図る

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2352 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城図書館管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に
図書館サービスの充実に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

・京田辺市（H29年度）　移動図書館実績：巡回回数447回、巡回ステーション22か所、利用者数4,228人
　　　　　　　　　　　　　　　 分室含む実績等：貸出冊数881,901冊、蔵書冊数355,934冊、蔵書回転率2.48回
・城陽市（ｺﾐｾﾝ含む・平成29年度）　　　  ：貸出冊数448,048冊、蔵書冊数322,044冊、蔵書回転率1.4回
　　　　　　　　　　　　　　　 ※城陽市は、開館当初から移動図書館車の運行なし

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
資料の収集、貸出を中心に図書館サービスを推進した。
新規購入　図書4,167冊、視聴覚資料31点　　合計金額7,149,933円　　　　雑誌　1,685冊　1,119,332円
蔵書回転率　2.5回

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

340,000 -4% 

-    84,000 -4% 

貸出冊数 冊 352,712 365,141 +4% 355,181 -3% 

延べ利用者数 人 83,746 87,705 +5% 87,644

前年比

蔵書数 冊 142,481 142,890 -    144,152 +1% 150,000 +4% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

28,433 1,018 27,415

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

図書購入のために1,000,000円の寄附があった。主な支出内容は、図書等購入費
7,149,933円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費2,663,472円、移動図書館バス運
行業務委託料1,486,080円、図書館業務システム賃借料5,833,800円などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 図書館関係業者　　朗読サークルこだま

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市内在住・在勤・在学、及び相楽郡内、井手町に居住しているもの
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
資料の収集・提供という図書館の基本サービスの一層の充実を
図り、市民の生涯学習を支援するため

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2354 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 中央図書館運営事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に
図書館サービスの充実に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
資料の収集、貸出を中心に図書館サービスを推進した。
新規購入　図書2,893冊、視聴覚資料11点　　合計金額4,249,827円　　　　雑誌　953冊　648,842円
蔵書回転率　2.3回

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

170,000 -4% 

+6% 44,000 -4% 

貸出冊数 冊 162,839 167,409 +3% 176,378 +5% 

延べ利用者数 人 43,964 43,237 -2% 45,886

前年比

蔵書数 冊 71,844 74,165 +3% 76,407 +3% 80,000 +5% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

16,798 502 16,296

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

図書購入のために500,000円の寄附があった。主な支出内容は、図書等購入費
4,249,827円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費1,460,705円や、配架に余裕を持た
せ図書が取りやすいよう、木製書架購入費426,600円などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市内在住・在勤・在学、及び相楽郡内、井手町に居住しているもの
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
資料の収集・提供という図書館の基本サービスの一層の充実を
図り、市民の生涯学習を支援するため

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2355 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂図書館運営事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に
図書館サービスの充実に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
資料の収集、貸出を中心に図書館サービスを推進した。
新規購入　図書2,612冊、視聴覚資料43点　　合計金額4,248,718円　　　　雑誌　1,250冊　795,009円
蔵書回転率　1.3回

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

129,000 -4% 

+6% 34,000 -4% 

貸出冊数 冊 137,132 134,379 -2% 134,560 -    

延べ利用者数 人 34,250 33,264 -3% 35,309

前年比

蔵書数 冊 96,756 98,815 +2% 101,466 +3% 105,000 +3% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

12,633 200 507 11,926

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

図書購入のために500,000円の寄附があった。主な支出内容は、図書等購入費
4,248,718円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費1,840,227円（内、地震対策として図
書落下防止シート購入486,000円を含む）などである。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市内在住・在勤・在学、及び相楽郡内、井手町に居住しているもの
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
資料の収集・提供という図書館の基本サービスの一層の充実を
図り、市民の生涯学習を支援するため

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2356 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城図書館運営事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。今後の市立図書館のあり方と将来像について明確にし、特
色ある図書館づくりについて協議を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
図書館協議会委員９名
協議会開催回数：３回開催

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

開催回数 回 3 3 -    3 -    3 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

228 228

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

図書館協議会（９人）を３回開催し、委員報酬として211,000円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立図書館協議会委員
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
木津川市立図書館の運営に関し、館長の諮問に応じる。
図書館事業について意見を述べる。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 4 図書館費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 図書館

予算コード 2361 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 図書館協議会事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
文化財整理保管センターについては、利用者がこの数年で激減し１団体１回
となったと激減したので、今年度限りで南加茂台シルバークラブへの管理運営
委託を休止することで調整。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

低いコストで文化財整理保管センター分室
を運営して、年間入館者5000人を維持３：良好

２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

5,000 +4% 

2,763

-    

文化財整理保管セ
ンター及び同分室
利用者数

人 5,256 4,807 -9% 4,810 -    

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２９

3,163 400

文化財整理保管センター管理委託料576千円、くにのみや学習館浄化槽等修繕費
705千円、文化財整理保管センター等光熱水費931千円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ３０（見込）前年比

開館日数 日 306 307 -    305

決算額の主な
内 訳

法律外実施義務

-1% 304

南加茂台シルバークラブ、瓶原まちづくり協議会補助・委託先

市独自上乗せ

事 業

市の例規

法律の
根 拠

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

歴史的文化的遺産の保
全と活用

(1)

文化財保護費5

目 的 人
対象者
概 数

市内文化財の収集、保管、展示、活用

5

平 成
文化財整理保管センター及び発掘調査事務所維持管理事業費

1

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用

主な取組

施策目標

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

29

係
項

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護課

1 歴史・文化の保全・活用

予算コード

課

会 計

事

業

の

概

要

事業区分

2385

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内文化財

実施結果
文化財整理保管センター利用者１団体３０人、同分室（くにのみや学習館）４７８０人の
利用者であった。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
恭仁宮跡については、公有地化が進むにつれ、管理地の面積が増えていく
が、それ以外は変化が無いため、現状に即して現在の委託契約を維持してい
く。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
シルバー人材センター、瓶原まちづくり協議会、民間事業者へ、公有地の実情に合わ
せて、委託先を決め適正に管理できた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
公有地等環境維
持対象面積

㎡ 157,000 147,835 -6% 148,176 -    151,440 +2% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

22,944 5,442 17,502

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

史跡内植木剪定・除草関係業務委託料6,311千円、城址公園草刈り工事費3,814千
円、恭仁宮跡草刈作業・花栽培委託料7,593千円、清掃等委託料1,670千円、史跡案
内看板設置委託料2,685千円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （公社）木津川市シルバー人材センター、瓶原まちづくり協議会

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市民
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 緑地、公園として開放

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2613 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 文化財公開管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
文化財所有者（特に建造物）と共に文化財の維持管理事業・保全修理事業に
ついて計画・実施することに取り組む

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
府や国が新たな補助制度を開始したため、補助要綱を改正して対応した。補助件数は
３９件で、補助額は９，９８９，０００円である。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
補助金交付申
請件数

件 32 36 +13% 39 +8% 39 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

9,989 9,989

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

国指定文化財保全修理事業補助金2件(2,850千円）、府指定等文化財保全修理事業
補助金３件（2,031千円）、国指定・府指定等文化財維持管理事業補助金20件（1,346千
円）、社寺等未指定文化財修理事業補助金４件（2,964千円）ほか

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 文化財所有者

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 文化財所有者（文化財）
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
市内に所在する文化財の維持管理事業・保存修理事業等、文
化財の保全・活用に係る補助を実施

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2621 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 指定等文化財修理等補助事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
ふれあい文化講座の高齢化・固定化に対して、若い講師の招聘や幅の広い
内容の講演に努め、新たな聴講者を呼び込みたい。出前授業については、引
き続き学校へ強く働きかけ出前授業の回数を増やしてゆきたい。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
市民を対象としたふれあい文化講座は、話題性の高い講演を行ったことにより、一定
の成果を収めたが、参加者の高齢化・固定化などの課題がある。小中学校を含めた
出前講座は、１７件行い、７５９人の参加を得た。小学校５件２４７名を含む。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+31% 400 -18% 
延べ講座参加
者数

人 376 370 -2% 486

前年比
延べ講座開催
回数

回 4 4 -    4 -    4 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

914 914

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

ふれあい文化講座講師報償費350,000円、講師旅費31,070円、
文化財愛護団体補助金380,000円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 文化財愛護団体

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 文化財の普及啓発
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
市民に対し豊かな心と郷土愛を育むための学びの機会として、
木津川市の歴史や文化の普及・啓発を実施

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ③
市民との連携による歴史学
習の推進と文化財の公開

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2625 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 文化財保護啓発事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
審議会の意見を参考に、木津川市の歴史文化基本構想策定における予備調
査、悉皆調査を実施する。市指定文化財の指定等については、府の暫定登録
文化財の制度を見守った上で調整を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
文化財保護審議会を２回実施、市の文化財保護行政について適切なご意見をいただいた。
また、国史跡恭仁宮跡の追加指定作業等に伴う国（文化庁）・府との協議に出張し、国庫補助
金等を獲得した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
審議会活動回
数

回 3 1 -67% 2 +100% 2 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

976 100 876

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

木津川市文化財保護審議会開催費（2回分）172,000円、出張旅費293,000円、出土品
運搬費257,040円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 文化財保護行政一般
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
文化財保護行政を円滑に実施するための当課運営に係る経常
的経費

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2629 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 文化財保護経常事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
本格整備５ヵ年計画の３年目として、整備工事を継続する。来年度、金堂基壇を整備
し、５年目は説明板等のガイダンスを整備し、報告書を刊行する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
講堂跡の四周に模擬瓦による基壇の明示を行った。塔跡心礎のレプリカを作成し、塔跡に盛土を行い設
置した。来年度施行用に、塔跡瓦積み基壇復元用の古代瓦の焼成を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

9 81 2

整備予定延べ面積11,093㎡とする（用地面積8,753㎡）

当該年度整備率
（整備済面積/整
備予定面積）

ｐｔ 48 70 22 79

前年比

-78% 240 -71% 

Ｈ２７
当該年度史跡等
整備予定面積 ㎡ 907 3,724 +311% 830

Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

22,571 10,950 11,621

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

史跡整備工事監理委託料992,800円、史跡整備工事費7,948,800円、史跡整備用原材
料費（瓦製作）13,521,600円、整備検討委員会開催委員報酬82,000円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 国史跡高麗寺跡の整備活用
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
見学者が、府内最古の寺院のひとつである高麗寺跡を視覚的
に理解できる歴史公園の整備

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2633 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 高麗寺跡整備事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 公有化可能な土地が減少しており、追加指定の事務を進める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 計３筆の土地を買上（内、１件は移転補償費含む）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

史跡神雄寺跡の公有化は予定通り３年
（H27～29）で終了。

1.78 52.21 1.64
恭仁宮跡公有化
率（公有化済面積
/史跡等面積）

ｐｔ 48.55 48.79 0.24 50.57

前年比
当該年度史跡等
買上面積

㎡ 3,928.00 453.39 -88% 3,264.92 +620% 3,034.33 -7% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

89,142 64,102 4,476 7,700 12,864

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

恭仁宮跡史跡指定地購入費43,677,648円、神雄寺跡史跡指定地購入費43,924,038円、恭仁宮
跡移転補償費1,086,500円、神雄寺跡測量登記委託料295,920円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 遺跡保存のため史跡指定した個人・団体の土地
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
史跡保存に万全を期すため買収し、将来史跡を活用するため整
備を進める。

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2637 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 史跡等買上事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
各種開発行為に対して、的確に試掘調査などを行い、埋蔵文化財に与える影
響が大きい場合は発掘調査を指導する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

鹿背山城跡の整理報告作業を行い、年度末に調査編の報告書を刊行した。市内各種開発事業
に対して、吐師遺跡、上津遺跡、上狛西遺跡、木津平遺跡で試掘調査を実施し、今回の開発で
は埋蔵文化財に影響は少ないことを確認した。なお、この内の1件は公共事業である。合わせ
て、椿井大塚山古墳で現状変更に伴う発掘調査を１件実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
市内遺跡調査
等実施件数

件 1 4 +300% 5 +25% 0 皆減

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

5,455 1,650 1,325 24,780

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金2,077,130円、鹿背山城跡報告書印刷費1,150,200円、市内遺跡発掘調
査土砂掘削業務委託料558,360円、鹿背山城跡測量調査等業務委託料1,026,000円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 埋蔵文化財の保護
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
各種開発事業に伴い、埋蔵文化財に影響がないか試掘調査で確認するととも
に必要に応じて記録保存を目的とした面的な発掘調査を実施する。

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 2649 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 市内遺跡発掘調査事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
観光の拠点となる歴史公園ととして恭仁宮跡を整備するためにはどのような
整備が可能か検討を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 特に無し

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-    0 -    
仮整備率（仮整
備済面積/整備
予定面積）

％ 0 0 -    0

前年比
当該年度仮整
備済面積

㎡ 0 0 -    0 -    0 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

0

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

経費の発生する事業を実施しなかった。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市民及び観光客
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 史跡恭仁宮跡の環境整備の検討

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 3352 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 史跡恭仁宮跡整備活用事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 展示室のPR、移設展示、貸出等を通じてより多くの人に見てもらう機会を提供

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 銅鏡４枚復元及び普及啓発誌の作成

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

銅鏡復元 枚 4 皆増 3 -25% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

3,002 1,500 1,502

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

椿井大塚山古墳出土三角縁神獣鏡複製品製作委託料2,819,880円、椿井大塚山古墳
啓発パンフレット印刷製本費181,440円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市民及び観光客
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 木津川市から出土した貴重な文化財を復元展示する

事 業

歴史・文化の保全・活用

施 策 1 歴史・文化の保全・活用 主な取組 ①
歴史的文化的遺産の保
全と活用

総合計画
基本方針 1

個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

施策目標 (1)

目 5 文化財保護費
所 管 部 教育部 課 文化財保護課 係 文化財保護係

予算コード 3710 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 埋蔵文化財活用事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 青少年センター

実施結果

青少年センターのふれあい室といこいの部屋を、小谷児童館の移転に伴い入居することになった。（平
成２９年６月～）
これに伴い、市民の方が利用する部屋が減ることになったが、団体間で調整を行ったり、小谷児童館が
入居期間のみ加茂文化センターを減免適用で使用できるよう指定管理者の協力のもと、活動に支障が
ないよう努めた。

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2397

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

会 計

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

29

係
項

平 成
青少年センター運営事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の充実

主な取組

施策目標

6

目 的 人
対象者
概 数

生涯学習の機会を充実させることを目的とする。

5

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

(3)

青少年センター費

事 業

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

-1% 297

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

開館日数 日 300 300 -    297

決算額の主な
内 訳

管理人委託料360,000円（ふるさと案内かも）及び光熱水費876,545円などを支出した。

一般財源
その他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ３０（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２９

1,977 455 1,522

-    

延べ利用者数 人 9,471 8,775 -7% 7,268 -17% 7,268 -    

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 生涯にわたる学習機会の充実を提供できるよう努める。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
今後も民間ノウハウを活用するため、指定管理者により施設管理を実施す
る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２７年度より指定管理者による施設管理が行われている。
目的達成事業では、民間ノウハウを有効に活用し、市直営では実現の難しい事業を行った。また、同一
指定管理者による他施設との交流も行い、施設のアピールが有効的にできたと考える。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-3% 46,000 +3% 延べ利用者数 人 37,629 46,225 +23% 44,824

前年比

開館日数 日 292 291 -    292 -    291 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

34,408 34,408

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

加茂文化センター施設管理委託料　32,423千円
土地賃借料　1,985千円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 日本環境マネジメント株式会社

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市加茂文化センター
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
市民の交流、自治活動の振興及び文化、芸術等諸活動の啓発普及を図り、
住民生活の向上と福祉の増進を図るの目的で整備された施設

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 7 加茂文化センター運営費

所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2413 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂文化センター管理運営事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 施設の利活用について検討を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
事業実施回数は昨年度と変わらないが、事業参加者が昨年度を約３割上回る成果があった。
平成２９年度末で施設が廃止することが決定した後、ラストプラネタリウム等の事業を積極的
に計画・実施したことで利用者数の増加に繋がった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+33% 0 皆減
延べ事業参加
者数

人 1,745 1,414 -19% 1,874

前年比

事業実施回数 日 31 35 +13% 35 -    0 皆減

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

294 503 -209

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼として107,500円、消耗品費として168,158円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 事業参加者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
想像性豊かな青少年の育成を図るため、さまざまな事業を実施
する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 8 プラネタリウム館運営費

所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2437 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 プラネタリウム館事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 施設の利活用について検討を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２９年度末で施設の廃止が決定した。
最後に一目上映を見ようと、多くの人が訪れ、利用者数の増加に繋がった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+12% 0 皆減延べ利用者数 人 3,806 3,872 +2% 4,345

前年比

開館日数 日 250 256 +2% 257 -    0 皆減

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

8,862 1,080 7,782

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金3,069,955円、上映機器保守料1,447,200円、光熱水費2,177,472円、機
械警備委託料777,600円などを支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 加茂プラネタリウム館
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 創造性豊かな青少年の育成を図るため、施設運営を実施する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 8 プラネタリウム館運営費

所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2445 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 プラネタリウム館運営事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 施設の利活用について検討を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 平成２９年度末で、加茂青少年山の家が運営停止になることが決定した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-7% 0 皆減延べ利用者数 人 10,818 9,725 -10% 9,018

前年比

開館日数 日 307 308 -    305 -1% 0 皆減

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

11,154 6,135 5,019

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金3,855,595円、宿泊者等に提供する食事代1,935,673円、光熱水費
1,282,530円、夜間管理委託料1,313,349円、布団リース料451,556円などを支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 加茂青少年山の家
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 青少年健全育成を目的として施設運営を実施する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 9 山の家運営費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2449 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山の家運営管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 施設の利活用について検討を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 平成２９年度末で施設が運営停止になることが決定した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
山の家自主事
業参加者数

人 104 59 -43% 57 -3% 0 皆減

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

52 10 42

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼30,000円、消耗品費19,920円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 事業参加者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生涯学習の機会を充実させることを目的とする。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 9 山の家運営費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 2457 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山の家自主事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
今後も民間ノウハウを活用するため、指定管理者により施設管理を実施す
る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２１年度より指定管理者による施設管理が行われている。
民間ノウハウを活用することで、山城総合文化センターについては平成２９年度利用者数が
１０万人を超え、利用率も上昇傾向の実績が出た。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-6% 140,000 +2% 
延べ利用者数（山城
プール、不動川・上
狛駅東公園）

人 182,979 147,190 -20% 137,660

前年比
延べ利用者数（山城
総合文化センター） 人 62,111 93,038 +50% 103,424 +11% 104,000 +1% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

51,897 51,897

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

山城総合文化センター等施設施設管理委託料　51,897千円

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 木津川市NEM・SPH共同事業体

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件
山城総合文化センター（アスピアやましろ）、木津川市やすらぎタウン山城プール、木津川市都市公園　不動川公園、
木津川市都市公園　上狛駅東公園

対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
コミュニティ活動や文化・スポーツ活動の育成を図るとともに、市
民の交流の場として整備された施設

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 8
山城総合文化センター等運
営費

所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3393 会 計 1

款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城総合文化センター等管理運営事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
職人育成アカデミーの実技授業場所や芸術家の創作活動場所としての活用
を含め、施設の利活用を行う。
３階など未使用スペースの活用を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 施設の維持管理、貸館業務の実施を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

利用者数 人 4,765 8,454 +77% 9,413 +11% 10,000 +6% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

4,487 349 4,138

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

光熱水費1,257,356円、施設管理委託料として2,010,960円、浄化槽146,880円、機械警
備116,640円、電気設備174,960円などを支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 当尾の郷会館
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 生涯学習の振興を図るため、施設管理を実施する。

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 23
生涯学習の推進と環境づ
くり

主な取組 ①
生涯学習の充実と施設環
境の整備

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 9 当尾の郷会館運営費

所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 生涯学習係

予算コード 3575 会 計 1
款 9 教育費 項 5 社会教育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 当尾の郷会館管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を充実し、木津川市スポーツ推進委員考案のニュースポーツである「き
づなアレンジボール」を広めて行く。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
スポーツ推進委員２３人（定数４０名）・スポーツ推進委員会議１２回、全国スポーツ推進委員
研究協議会・茨城県つくば市、近畿スポーツ推進委員研究協議会・大阪府豊中市、自主事業
７回（ジュニアドッジボール１回・ニュースポーツ３回・小学生陸上教室３回）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-27% 5,500 +24% 
延べ事業参加
者数

人 5,776 6,083 +5% 4,426

前年比
スポーツ推進
委員活動回数

回 51 57 +12% 58 +2% 60 +3% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,492 1,492

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

スポーツ推進委員の総数２３人に対して委員長報酬48,000円・同委員43,000円。全国
スポーツ推進委員研究協議会(茨城県つくぱ市)に参加費用弁償(２人)92,012円。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市民
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 誰でも参加しやすいスポーツ機会の拡充や環境整備に努める

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 24 生涯スポーツの充実 主な取組 ① スポーツ活動の促進
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 保健体育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 社会体育係

予算コード 2461 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 スポーツ推進委員事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。社会体育施設が全体的に老朽化している。利用者が安心し
て利用できるように施設運営に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２９年７月から中央体育館が屋根等改修工事で休館した。学校施設を開放してス
ポーツ機会の確保に努めた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
社会体育施設使
用申請受付件数 件 17,788 18,180 +2% 12,040 -34% 15,000 +25% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,020 1,020

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

社会体育施設の受付業務等に要した費用。消耗品費ではプリンタートナー・コピー用
紙等(673,922円)、燃料費で公用車２台分のガソリン代(105,041円)、公用車２台に必要
な車検代(207,280円)を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市民及び利用者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 誰でも参加しやすいスポーツ機会の拡充や環境整備に努める

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 24 生涯スポーツの充実 主な取組 ① スポーツ活動の促進
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 保健体育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 社会体育係

予算コード 2465 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 社会体育事務事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
木津、加茂地区で実施しているプール開放事業のあり方を再考していく時期
である。山城地区は木津川市やすらぎタウン山城プールがある。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
木津地区でプール開放事業を実施したが、雷注意報が発令され、全ての回が中止に
なった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-77% 418 -3% 
加茂地区プール
開放利用者数

人 1,847 皆増 431

前年比
木津地区プール
開放利用者数

人 252 373 +48% 0 皆減 150 皆増

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,595 1,595

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

夏休み学校プール開放業務に関する運営業務及び監視業務の委託料(1,387,800
円)、市民大会や教育委員会主催事業のスポーツ傷害保険料(200,514円)を支出し
た。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （公社）木津川市シルバー人材センター

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市民
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 誰でも参加しやすいスポーツ機会の拡充や環境整備に努める

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 24 生涯スポーツの充実 主な取組 ① スポーツ活動の促進
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 保健体育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 社会体育係

予算コード 2469 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 生涯スポーツ振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由

事業を継続する。
体育協会は歴史めぐりマラソンｉｎ木津川を開催し、市外からの参加者を受け入れる。
また、体育協会の法人化に向けて取り組んでいく。
スポーツ少年団はアクティブチャイルドプログラムを通じて幼児期からの身体を動か
す習慣を身につける機会を充実させる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
体育協会２０団体（１０９チーム、１，４６６人）、スポーツ少年団２７団８６２人
府民総合体育大会参加、歴史めぐりマラソンｉｎ木津川を開催

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-3% 2,250 -3% 
延べ補助金交
付団体会員数

人 2,512 2,393 -5% 2,328

前年比
補助金交付団
体数

団体 2 2 -    2 -    2 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

9,823 9,823

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

体育協会協会、スポーツ少年団の活動を支援するため２団体に補助金(5,690,000円)
を交付した。また、京都府民総合体育大会の参加に対しても体育協会へ補助金
(2,032,000円)、市民運動会に補助金(2,100,000円)を交付した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 木津川市体育協会、木津川市スポーツ少年団

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市民及び参加者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 誰でも参加しやすいスポーツ機会の拡充や環境整備に努める

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 24 生涯スポーツの充実 主な取組 ① スポーツ活動の促進
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 1 保健体育総務費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 社会体育係

予算コード 2473 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 社会体育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
全施設が老朽化している。利用者が安心して利用できるように適正な管理を
行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
中央体育館の屋根等改修工事を行った。工事にあわせてアリーナ改修工事及び外構
改修工事、照明器具ＬＥＤ化工事を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-21% 530,000 +11% 
社会体育施設
延べ利用者数

人 582,909 602,953 +3% 478,207

前年比
社会体育施設
数

施設 12 12 -    12 -    12 -    

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

204,049 2,030 159,100 42,919

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

中央体育館の改修工事代(159,143,600円)、梅美台公園テニスコート改修工事
(4,838,400円)等を工事請負費で支出。社会体育施設の清掃用具や競技種目の各種
消耗品費(1,402,652円)、その他社会体育施設修繕料(4,048,763円)を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市民及び利用者
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 誰でも参加しやすいスポーツ機会の拡充や環境整備に努める

事 業

生涯にわたる学習機会の充実

施 策 24 生涯スポーツの充実 主な取組 ① スポーツ活動の促進
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (3)

目 2 体育施設費
所 管 部 教育部 課 社会教育課 係 社会体育係

予算コード 2477 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 体育施設管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

-3% 206

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。学校給食の提供体制を見極め、新センター稼働まで、学校
給食の安定供給を図る。

今 後 の 方 向 性

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

99.9 0.1

１食あたり単価
（人件費含公費負担分）

円 228 212 -7% 206 -    

150,388

-    

給食費徴収率 ｐｔ 99.8 99.9 0.1 99.8 -0.1

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２９

151,398 1,010

木津学校給食センターの管理運営に要した経費で、調理場等の修繕料（4,408,210円）、光熱水
費（16,123,062円）、保守点検および施設管理等委託料（6,355,104円）のほか、平成２７年度から
民間事業者に委託した、給食調理・配送業務委託料（104,403,600円）などが主な支出内容であ
る。
　また、生ごみを堆肥化、飼料化により循環処理をしており、３センター合わせて公共施設廃棄
物収集運搬処分委託料（2,782,782円）を支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ３０（見込）前年比

延べ喫食数 食 776,723 803,198 +3% 845,119

決算額の主な
内 訳

法律外実施義務

+5% 844,000

（株）東洋食品補助・委託先

市独自上乗せ

事 業

市の例規

法律の
根 拠

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

教育施設の整備

(2)

学校給食費3

目 的 人
対象者
概 数

5,000学校給食の安定供給に向けた管理運営

6

平 成
木津学校給食センター管理運営事業費

1

①

学校給食センター
教育費 保健体育費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

主な取組

施策目標

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

29

係
項

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

20 子どもの教育環境の充実

予算コード

課

会 計

事

業

の

概

要

事業区分

2494

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津学校給食センター

実施結果
小学校６校、中学校３校、幼稚園２園、４，８９２人の児童、生徒等に対し安全に学校給
食を提供することができた。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。学校給食の提供体制を見極め、新センター稼働まで、学校
給食の安定供給を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
小学校２校、中学校１校、幼稚園１園、９７９人の児童・生徒等に対し安全に学校給食
を提供することができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

262 +26% 

- 100 0.2

１食あたり単価
（人件費含公費負担分）

円 215 243 +13% 208 -14% 

給食費徴収率 ｐｔ 99.8 99.8 - 99.8

前年比

延べ喫食数 食 163,412 167,009 +2% 163,766 -2% 160,500 -2% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

18,857 18,857

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

山城学校給食センターの管理運営に要した経費で、調理員等賃金（7,432,633円）、光
熱水費（4,165,789円）、施設・設備管理等委託料（937,194円）が主な支出内容である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 山城学校給食センター
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校給食の安定供給に向けた管理運営

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校給食センター

予算コード 2496 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 山城学校給食センター管理運営事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。学校給食の提供体制を見極め、学校給食の安定供給を図
る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

245 +5% 

実施結果
小学校５校、中学校１校、２，９３８人の児童、生徒等に対し安全に学校給食を提供す
ることが出来た。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

0.8 100 0.9

１食あたり単価
（人件費含公費負担分）

円 242 249 +3% 233 -6% 

給食費徴収率 ｐｔ 98.9 98.3 -0.6 99.1

前年比

延べ喫食数 食 535,658 526,979 -2% 531,163 +1% 519,000 -2% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

113,354 113,354

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

加茂学校給食センターの管理運営費に要した経費で、排水処理施設のフロートスイッチの交換
及び送風機のオーバーホール修理（805,680円）、電気温水器及びファンの修理（559,440円）を
はじめとする調理場の修繕料、光熱水費（20,526,596円）、保守点検及び施設管理等委託料
（8,911,830円）のほか、給食調理・配送業務委託料（77,565,600円）などが主な支出内容である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （株）東洋食品

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 加茂学校給食センター
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校給食の安定供給に向けた管理運営

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校給食センター

予算コード 3427 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 加茂学校給食センター管理運営事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
平成３２年度のできるだけ早い稼働に向けて、実施設計の完成、入札等を進
めていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
プロポーザルの実施により、（仮称）新学校給食センターの設計業者と厨房機器業者
の選定を行った。基本設計が完了し、実施設計に取り掛かった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

606,205 皆増
（仮称）新学校給食セ
ンター新築工事費用 千円

前年比
（仮称）新学校給食セ
ンター用地除草工事
費用

千円 2,059 皆増 3,513 +71% 

Ｈ２７ Ｈ２８ 前年比 Ｈ２９ 前年比 Ｈ３０（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

2,059 2,059

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

　新たな学校給食センター建設用地の維持管理のため、除草工事（2,058,480円）を
行った。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 （仮称）新学校給食センター
対象者
概 数

7,000 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
（仮称）新学校給食センターを建設し、平成３２年度のできるだけ
早い時期に稼働させる。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 (2)

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校給食センター

予算コード 3708 会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 29 年 度
事 業 名 （仮称）新学校給食センター建設事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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Ⅳ．資料 
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４　教育委員会事務局

 （１）所在地　　　　京都府木津川市木津南垣外110番地9

                             Ｆ Ａ Ｘ  　（0774）73-2566

                                         社会教育課　 　 （0774）75-1233　（直通）

                                         学校教育課　　　（0774）75-1230　（直通）

学校給食センター

教 育 長 教育部 学校教育課 教 育 総 務 係

学 務 係

                             郵便番号　　619-0286

                             電    話　　（0774）72-0501　㈹

社 会 体 育 係

 （２）組織

                                         文化財保護課　  （0774）75-1232　（直通）

文化財保護課

図 書 館

社会教育課 生 涯 学 習 係

学 校 教 育 係

文化財保護係
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教育長　　　　　　　１名
教育部長　　　　　 １名
教育部理事　　　　2名
教育部次長　　　　１名

課長 課長補佐 係　名　等 係長 
主 任 1
主 事 1
主任専門員 1
主 任 1
主 事 2
主 任 1
主 事 1

学校教育指導主事 嘱 託 4
英語指導助手 嘱 託 3
適応指導教室 嘱 託 1
学校安全対策指導員 嘱 託 1

主 任 1
嘱 託 1

嘱 託 4
加茂学校給食センター 嘱 託 1

教 諭 6
嘱 託 3
教 諭 4
嘱 託 3
教 諭 5
嘱 託 2

小学校１３校
中学校５校

主 任 1
主 事 2

    社会体育係 1 主 査 1
社会教育指導員 嘱 託 3

主 査 1
主 任 1
主任専門員 1
嘱 託 4
主 査 2
嘱 託 1
主任専門員 1
嘱 託 2

加茂文化センター
山城総合文化センター
中央交流会館
西部交流会館

主任専門員 1
社会教育指導員 嘱 託 1

南加茂台公民館 館長(1) 嘱 託 1
瓶原公民館 館長(1) 嘱 託 1
加茂青少年山の家 館長(1) 主任専門員 1
加茂プラネタリウム館 社会教育指導員 嘱 託 1
加茂青少年センター
当尾の郷会館
中央体育館 社会教育指導員 嘱 託 1
市民スポーツセンター
加茂体育館
やすらぎタウン山城プール

主 任 2
専 門 員 1

文化財指導員 嘱 託 1
※（　）内は兼務職員数

中央図書館
係 長 1
担当係長1

図書館 館長（1）

山城図書館

加茂図書館

文 化 財 保 護 課 課長1 1
文化財保護係 （1）

　  東部交流会館 館長(1)

（３）職員配置（平成２９年４月１日現在）

課　名　等 係  員

園長1 教頭１

学　　校　　教　　育　　課

社 会 教 育 課

園長1 教頭１

生涯学習係
3

高の原幼稚園

(1)
担当課長１

主幹1
3

山城学校給食センター

相楽幼稚園

木津幼稚園 園長1

主任専門員
( 所 長 ） 1

教頭1

課長1
主幹1

学校給食センター

木津所長１
木津主幹１
(加茂所長

兼務）

木津学校給食センター

（1）

１

１学務係

    学校教育係 １

教育総務係
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事務分掌 

ア 学校教育課 

 教育総務係 

 ① 教育委員会及び教育部の庶務に関すること。 

 ② 教育委員会の会議に関すること。 

 ③ 教育委員に関すること。 

 ④ 公印の保管に関すること。 

 ⑤ 教育委員会の基本的政策の企画立案及び総合調整に関すること。 

 ⑥ 公文書の保管その他文書に関すること。 

 ⑦ 表彰、叙勲及び寄付受納に関すること。 

 ⑧ 京都府教育委員会その他関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑨ 教育委員会の職員（府費負担教職員を除く。）の人事、給与及び福利厚生等に関すること。 

 ⑩ 教育委員会規則等の公布等に関すること。 

 ⑪ 教育委員会所掌に係る歳入歳出予算及び決算に関すること。 

 ⑫ 教育費の調査及び統計に関すること。 

 ⑬ 後援申請に関すること。 

 ⑭ 教育委員会に係る教育行政の相談に関すること。 

 ⑮ 市立幼稚園、小学校及び中学校等に係る財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関する

こと。 

 ⑯ 市立幼稚園、小学校及び中学校等の施設台帳に関すること。 

 ⑰ 市立幼稚園、小学校及び中学校等の施設に係る調査に関すること。 

 ⑱ 市立幼稚園、小学校及び中学校の新設及び改修の計画に関すること。 

 ⑲ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設整備に関すること。 

 ⑳ 市立幼稚園、小学校及び中学校等の施設の用途廃止に関すること。 

 ㉑ 市立幼稚園、小学校及び中学校等の施設の防災に関すること。 

 ㉒ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設（通学路を含む。）の環境整備に関すること。 

 ㉓ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の備品管理に関すること。 

 ㉔ 市立幼稚園、小学校及び中学校の設備に関すること。 

 ㉕ 市立幼稚園、小学校及び中学校の使用許可に関すること。 

 ㉖ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の国庫支出金及び府支出金に関すること。 

 ㉗ 学校教育課の所管となる施設の企画立案、設計計画等に関すること。 

 ㉘ 公用車の管理に関すること。 

 ㉙ 教育部における他の課に属さない事項等の処理に関すること。 

 ㉚ 課の庶務に関すること。 

 

 学務係 

 ① 学校の組織編成に関すること。 

 ② 通学区域に関すること。 

 ③ 児童生徒の安全に関すること。 

 ④ 学齢簿の編成及び整備に関すること。 

 ⑤ 児童生徒の就学並びに入学、転学及び退学に関すること。 

 ⑥ 児童生徒の就学猶予又は免除に関すること。 

 ⑦ 児童生徒の指定学校の変更及び区域外就学に関すること。 
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 ⑧ 小学校及び中学校に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑨ 就学時健康診断に関すること。 

 ⑩ 府費負担教職員の人事、給与等に関すること。 

 ⑪ 府費負担教職員の研修に関すること。 

 ⑫ 市立小学校及び中学校の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑬ 所掌に係る調査及び基幹統計に関すること。 

 ⑭ 市立幼稚園の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑮ 市立幼稚園に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑯ 市立幼稚園の使用料に関すること。 

 ⑰ 市立幼稚園児の入退園に関すること。 

 ⑱ 市立幼稚園の通園バスの運行・管理等に関すること。 

 ⑲ 市立幼稚園の教材備品の管理に関すること。 

 ⑳ 市立・私立幼稚園の補助に関すること。 

 ○21  その他学務に関すること。 

 

学校教育係 

 ① 児童生徒の保健及び健康診断に関すること。 

 ② 教育課程及び学習指導に関すること。 

 ③ 人権教育、特別支援教育等に関すること。 

 ④ 人権教育等の教育関係補助金に関すること。 

 ⑤ 教育支援委員会に関すること。 

 ⑥ 教科書採択及び教科書無償給与に関すること。 

 ⑦ 市立小学校及び中学校の教材備品の管理及び取り扱いに関すること。 

 ⑧ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。 

 ⑨ 外国語指導助手に関すること。 

 ⑩ 学校評議員及びスクールボランティアに関すること。 

 ⑪ 就学奨励費に関すること。 

 ⑫ 就学援助に関すること。 

 ⑬ 育英資金・高等学校奨学金に関すること。 

 ⑭ 教育相談に関すること。 

 ⑮ 児童・生徒の基礎学力向上に関すること。 

 ⑯ その他学校教育に関すること。 

 

学校給食センター 

① 学校給食センターの設置、管理及び運営に関すること。 

 ② 学校給食に関すること。 
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イ 社会教育課 

 生涯学習係 

 ① 社会教育の総合企画及び調整に関すること。 

 ② 社会教育施設に係る財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ③ 公民館、図書館、交流会館及びその他社会教育施設の設置、管理及び運営に関すること（施設の新設

及び大規模改修を除く。）。 

 ④ 社会教育施設の企画立案及び設計計画等に関すること。 

 ⑤ 社会教育委員、公民館運営審議会及び図書館協議会に関すること。 

 ⑥ 社会教育活動の奨励に関すること。 

 ⑦ 青少年教育、成人教育、女性教育、高齢者教育、人権教育、障害者教育及び家庭教育に関すること。 

 ⑧ 社会教育関係団体の指導育成及び援助に関すること。 

 ⑨ 文化・芸術の振興に関すること。 

 ⑩ 成人式に関すること。 

 ⑪ 学校と社会教育との連携に関すること。 

 ⑫ 社会教育に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑬ 生涯学習の総合企画及び調整に関すること。 

 ⑭ 生涯学習関係団体との連絡調整に関すること。 

 ⑮ 教育ボランティア及び指導者の育成に関すること。 

 ⑯ 生涯学習に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑰ 生涯学習相談に関すること。 

 ⑱ 国際交流に関すること。 

 ⑲ その他生涯学習推進に関すること。 

 ⑳ 課の庶務に関すること。 

 

 社会体育係 

 ① 体育・スポーツの総合企画及び調整に関すること。 

 ② 社会体育施設に係る財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ③ 社会体育施設の施設整備及び運営に関すること。 

 ④ 社会体育施設の企画立案及び設計計画等に関すること。 

 ⑤ スポーツ推進委員に関すること。 

 ⑥ 体育・スポーツ及びレクリエーションの奨励に関すること。 

 ⑦ 社会体育事業の企画立案及び運営に関すること。 

 ⑧ スポーツ指導者の育成に関すること。 

 ⑨ 社会体育関係団体の指導者育成及び援助に関すること。 

 ⑩ 体育・スポーツ及びレクリエーションに係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑪ スポーツ相談に関すること。 

 ⑫ 学校体育施設の開放事業に関すること。 

 ⑬ その他社会体育に関すること。 

 

 図書館 

 ① 図書館の総合計画及び調整に関すること。 

 ② 図書館協議会に関すること。 

 ③ 図書館に係る財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ④ 図書館施設の施設整備及び運営に関すること。 

 ⑤ 図書館施設の企画立案及び設計計画等に関すること。 

 ⑥ 図書館事業の企画立案及び運営に関すること。 
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 ⑦ 図書館資料の収集、整理及び保存に関すること。 

 ⑧ 図書館資料の貸出し及び返却に関すること。 

 ⑨ 図書館資料の利用相談に関すること。 

 

 

ウ 文化財保護課 

 文化財保護係 

 ① 文化財関係総括に関すること。 

 ② 文化財関係計画の立案に関すること。 

 ③ 文化財に係る財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ④ 文化財保護課の所管となる施設の企画立案及び設計計画等に関すること。 

 ⑤ 文化財関係施設の整備運営に関すること。 

 ⑥ 文化財保護審議会等に関すること。 

 ⑦ 文化財所有者及び保護団体に関すること。 

 ⑧ 文化財保護関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑨ 文化財の収集、調査及び研究に関すること。 

 ⑩ 文化財の保存及び活用に関すること。 

 ⑪ 講演会、研究会及び展示会等の開催に関すること。 

 ⑫ 文化財資料の利用者に対する情報提供等に関すること。 

 ⑬ 文化財補助金に関すること。 

 ⑭ 市史編さんに関すること。 

 ⑮ その他文化財の管理調査に関すること。 

 ⑯ 課の庶務に関すること。 
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